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第１章 計画の概要 

１．計画策定の背景 

（1）超高齢社会の到来 

一般的に高齢者の割合（高齢化率）が21％を超えた社会を「超高齢社会」といい、わが

国は平成19年に超高齢社会となってから15年以上経過しています。令和４年10月１日現在

の全国の高齢者数は約3,624万人、高齢化率は29.0％まで上昇しており、高齢者の中では74

歳以下の前期高齢者より75歳以上の後期高齢者の方が多くなっています。そして、「団塊の

世代（戦後ベビーブーム世代）」が75歳以上となる令和７（2025）年が間近に迫っており、

これまでに経験したことのない超高齢社会が待ち受けています。 

推計では、高齢者人口は令和24年まで増加し、出生率の低下により若年人口は減少が続

くと見込まれ、高齢化はさらに進むことが予想されています。 

後期高齢者の増加に伴い、介護が必要な高齢者の増加とともに、医療が必要な高齢者の

増加、高齢者の増加に伴う認知症のある高齢者の増加が見込まれ、在宅介護、介護と医療

の連携、認知症対策が特に重要な課題となっています。 

 

（2）介護保険制度の推進 

平成29年に成立した「地域包括ケアシステムの強化のための介護保険法等の一部を改正

する法律」では、地域包括ケアシステムを深化・推進し、高齢者の自立支援と要介護状態

の重度化防止、地域共生社会の実現を図るとともに、制度の持続可能性を確保することに

配慮し、サービスを必要とする方に必要なサービスが提供されるようにすることが求めら

れています。 

引き続き、令和７（2025）年の後のいわゆる団塊ジュニア世代が65歳以上となる令和22

（2040）年、令和32（2050）年を念頭に、高齢者人口や介護サービスのニーズを中長期的

に見据え、高齢者福祉施策全般の推進と介護保険事業の円滑な実施を図ることを趣旨とし

て、計画を策定します。 

 

（3）高齢者を取り巻く環境の変化 

高齢者の一人暮らしや高齢者のみの世帯の増加が進んでおり、地域のつながりの希薄化

など高齢者を取り巻く環境は全国的に変化が指摘されています。災害時要援護者対策や、

高齢者の社会参加活動、生活環境なども含めて、高齢者が安心して暮らせる社会、高齢者

の活力を地域に活かす社会を目指して、様々な取組が重要となっています。 
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（4）保険者・地域包括支援センターの機能強化 

高齢者を取り巻く環境は変化しており、地域包括ケアシステムの深化・推進と介護保険

制度の持続性を確保するためには、町と地域包括支援センターが高齢者と地域の拠り所と

して地域で担う役割がより重要度を増しています。 

本計画には、介護予防・重度化防止に向けて、町が今後取り組む方策と目標を盛り込ん

でいます。 

保険者・地域包括支援センターの取組状況を評価・点検し、財政的インセンティブを付

与する取組も平成30年度から始まりました。これらを通じて町の取組の見える化を進める

とともに、取組を着実に実行し、成果目標を達成できるよう努めていきます。 
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２．主要施策のポイント 

（1）介護保険制度改定のポイント 

令和５年度の制度改正の目指す方向及び概要をまとめると以下のとおりです。 
 

【改正の目指す方向】 

○全世代対応型の持続可能な社会保障制度の構築に向けて、今後の医療・介護ニーズや人口動態の変化等を

踏まえながら、医療提供体制に係る議論と軌を一にして、質の高い医療・介護を効率的に提供するための基

盤整備を図ること 

○次期計画期間内に迎えることになる2025年に向けた地域包括ケアシステムの構築及び地域共生社会の実現

を目指す取組を更に加速化させること 

○85歳以上高齢者の急増に伴い介護サービス需要や介護給付費の急増が見込まれる一方、サービスの担い

手である現役世代が急減していくという非常に厳しいフェーズに対応し、介護保険制度の財政的な持続可能

性に加え、足下の介護人材確保と介護現場の生産性向上によりサービスの質の確保や基盤整備、職員の負

担軽減を図り、サービス提供の持続可能性を高めること 

○市町村には、住民に最も身近な基礎自治体であり地域包括ケアシステムの構築を主導する存在として、保険

料の徴収や要介護認定、給付としてのサービス基盤の整備など、狭い意味での保険者としての役割に加え、

地域ニーズを的確に把握し、地域支援事業における地域づくりに資する様々な取組を主体的に推進する役割

についても、保険者として果たしていくことを求めたい。 

【全世代対応型の持続可能な社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律における介

護保険関係の主な改正事項】 

○介護保険者が被保険者等に係る医療・介護情報の収集・提供等を行う事業を医療保険者と一体的に実施 

○介護サービス事業所等の詳細な財務状況等を把握して政策立案に活用するため、事業者の事務負担にも配

慮しつつ、財務状況を分析できる体制を整備 

○介護現場における生産性の向上に関して、都道府県を中心に一層取組を推進 

○看護小規模多機能型居宅介護について、サービス内容の明確化等を通じて、更なる普及を進める 

○地域の拠点である地域包括支援センターが地域住民への支援をより適切に行うための体制を整備 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省社会保障審議会資料）  
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また、第９期計画策定にかかる基本指針のポイントは以下のとおりです。 
 

項目 内容 

基本的な考え方 ・計画期間中には、団塊の世代が全員 75歳以上となる 2025年を迎えることに

なる。 

・また、高齢者人口がピークを迎える 2040 年を見通すと、85 歳以上人口が急

増し、医療・介護双方のニーズを有する高齢者など様々なニーズのある要介

護高齢者が増加する一方、生産年齢人口が急減することが見込まれてい

る。 

・さらに、都市部と地方で高齢化の進みが大きく異なるなど、これまで以上に

中長期的な地域の人口動態や介護ニーズの見込み等を踏まえて介護サー

ビス基盤を整備するとともに、地域の実情に応じて地域包括ケアシステムの

深化・推進や介護人材の確保、介護現場の生産性の向上を図るための具体

的な施策や目標を、優先順位を検討したうえで介護保険事業（支援）計画に

定めることが重要となる。 

介護サー

ビス基盤

の計画的

な整備 

①地域の実

情に応じた

サービス基盤

の整備 

・中長期的な地域の人口実態や介護ニーズの見込み等を適切に捉えて、施

設・サービス種別の変更など既存施設、事業所のあり方も含め検討し、地域

の実情に応じて介護サービス基盤を計画的に確保していくことが必要 

・医療・介護双方のニーズを有する高齢者の増加を踏まえ、医療・介護を効率

的かつ効果的に提供する体制の確保、医療・介護の連携強化が重要 

・中長期的なサービス需要の見込みを、サービス提供事業者を含め地域の関

係者と共有し、サービス基盤の整備の在り方を議論することが重要 

②在宅サービ

スの充実 

・居宅要介護者の様々な介護ニーズに柔軟に対応できるよう、複合的な在宅

サービスの設備を推進することの重要性 

・居宅要介護者の在宅生活を支えるための定期巡回・随時対応型訪問介護看

護、小規模多機能型居宅介護、看護小規模多機能型居宅介護など地域密着

型サービスの更なる普及 

地域包括

ケアシス

テムの深

化・推進

に向けた

取組 

①地域共生

社会の実現 

・地域包括ケアシステムは地域共生社会の実現に向けた中核的な基盤となり

得るものであり、地域住民を地域づくりや日常生活の自立に向けた支援を担

う主体として勘案することが重要 

・地域包括支援センターの業務負担軽減と質の確保、体制整備を図るととも

に、重層的支援体制整備事業において属性や世代を問わない包括的な相談

支援等を担うことも期待 

・認知症に関する正しい知識の普及啓発により、認知症への社会の理解を深

めることが重要 

・多様な主体による介護予防や日常生活支援のサービスを総合的に実施でき

るよう、総合事業の充実化を推進 

②デジタル技術を活用し、介護事業所間、医療・介護間での連携を円滑に進めるための医療

介護情報基盤の整備 

③保険者機

能の強化 

・給付適正化事業の取組の重点化・内容の充実・見える化 

地域包括ケアシステムを

支える介護人材確保及び

介護現場の生産性向上 

・都道府県主導の下で生産性向上に資する様々な支援・施策を総合的に推

進。介護の経営の協働化・大規模化により、人材や資源を有効に活用 

・介護サービス事業者の財務状況等の見える化を推進 

（厚生労働省社会保障審議会資料） 
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（2）地域共生社会の実現に向けた施策 

「地域共生社会」は、『「支え手側」と「受け手側」に分かれるのではなく、地域のあら

ゆる住民が役割を持ち、支え合いながら、自分らしく活躍できる地域コミュニティを育成

し、公的な福祉サービスと協働して助け合いながら暮らすことのできる』社会です。この

ため、①「他人事」になりがちな地域づくりを住民が「我が事」として主体的に取り組ん

でいく仕組みづくり、②制度の縦割りを超えて、ニーズに「丸ごと」対応できるような相

談支援やサービス提供の体制づくりが必要となります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省資料） 
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３．計画の概要 

（1）計画の位置づけ 

本計画は老人福祉法第20条の８及び介護保険法第117条に基づく計画です。小坂町の「高

齢者」全般に係る計画であり、高齢者保健福祉施策の指針であるため、「第６次小坂町総合

計画」並びに「小坂町福祉総合計画（小坂町地域福祉計画）」における高齢者福祉・介護保

険部門の計画に位置づけ、各種計画及び施策と連携を図りながら推進するものとします。 

また、国の指針をはじめ、「秋田県介護保険事業支援計画・老人福祉計画」や「秋田県地

域ケア体制整備構想」等と整合・調整を図りながら策定します。 

計画の位置づけ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

○生涯を通じて健康に暮らせるまち 

○高齢者も元気に暮らせるまち     

⇒高齢者の心身ともに充実した暮らし 豊かな心と未来を育む人づくりのまち 

にぎわい・活気を興すまち 

自然とともに、これからも暮らし続けた

いまち 

ともに明日を築くまち 

【高齢者保健福祉計画】 

介護保険の給付対象となるサービス／事業等 

地域支援事業 

 

すべての高齢者が対象 

【介護保険事業計画】 

第６次小坂町総合計画（令和３～12年度） 

『ひとと自然と文化を未来につなぐ魅力あふれるまち』 

健やかに自分らしく生きるまち 

小坂町福祉総合計画（小坂町地域福祉計画） 
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（2）計画の策定体制 

計画の策定にあたっては、介護保険被保険者、学識経験者、保健医療福祉関係者、介護

サービス提供事業者、行政関係者等からなる「小坂町高齢者保健福祉計画・第９期介護保

険事業計画策定委員会」を組織し、協議を重ねて策定しました。 
 

（3）計画期間 

計画期間は、令和６年度から８年度までの３か年です。介護保険料は財政の安定を図る

ため、３年毎に見直すこととされており、高齢者保健福祉計画、介護保険事業計画と合わ

せて見直します。その後も検証作業を行いながら推進します。 

計画期間 

 
令和 

４年度 

令和 

５年度 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

令和 

11年度 

総合計画 
第６次        

福祉総合 

計画 
（地域福祉計画） 

第１期  第２期      

高齢者保健福祉

計画・介護保険事

業計画 

第８期   第９期     

 

（4）計画の推進 

策定後は、地域包括支援センター運営協議会において、施策等に関する点検・評価・協

議を行い、着実な推進に努めます。 

また、介護保険サービス利用者及び事業者等に対しては、ニーズに即した情報の提供や

制度の周知・啓発に努めます。高齢者福祉事業についても、あらゆる機会や媒体を通じて

事業内容の継続的な周知・啓発を進めます。 

地域での福祉ニーズは、複雑・多様化しています。経済的な支援、高齢者のみならず他

の世帯員の支援も必要な場合や、健康・福祉・医療・就労等様々な分野での支援が必要な

場合、より専門的な取組が必要な場合などは、関係各課との連携はもとより、県をはじめ

関係機関等との連携を強化し、対応の充実を図ります。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

(令和 12年度) 
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第２章 高齢者を取り巻く状況 

１．人口等の動き 

（1）人口・世帯 

町の人口は令和２年に5,000人を下回って減少しており、令和５年は4,585人となってい

ます。人口構成は、15～64歳の生産年齢人口が減少し、65歳以上の老年人口はやや減少し

ており、生産年齢人口割合と老年人口割合（高齢化率）の差異が縮小しています、高齢化

率は令和３年以降45％台となり、令和５年は45.6％となっています。 

人口・人口構成の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年９月末現在・住民基本台帳） 

  

403 372 360 357 343 352

2,516 2,446 2,357 2,277 2,185 2,142

2,232 2,204 2,194 2,183 2,141 2,091

5,151 5,022 4,911 4,817 4,669 4,585

0
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平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

年少人口 生産年齢人口 老年人口（人）

7.8% 7.4% 7.3% 7.4% 7.3% 7.7%

48.8% 48.7% 48.0% 47.3% 46.8% 46.7%

43.3% 43.9% 44.7% 45.3% 45.9% 45.6%
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40.0%

50.0%

60.0%

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

年少人口割合 生産年齢人口割合 老年人口割合
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世帯数は2,300台を推移してきましたが、令和５年は2,270世帯となっています。あわせ

て、1世帯当たり人員数が微減しており、令和２年に2.1人を下回り、令和５年は2.02人と

なっています。 

また、世帯構成を令和２年の国勢調査でみると、総世帯のうち単独世帯が34.6％、夫婦

のみ世帯が22.6％、夫婦と子供が15.4％、同居親族世帯（いわゆる３世代世帯）が15.2％

を占めています。そのうち65歳以上の高齢者のいる世帯は、単独世帯が31.1％、夫婦のみ

世帯が24.9％、同居親族世帯が21.6％となっており、平成27年に比べて同居親族世帯が減

少し、単独世帯が微増しています。 

人口及び世帯数 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年９月末現在・住民基本台帳） 

世帯構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 27年・令和２年・国勢調査） 

  

5,151 5,022 4,911 4,817 4,669 4,585

2,378 2,375 2,355 2,339 2,294 2,270

2.17 2.11 2.09 2.06 2.04 2.02

0.00

0.50

1.00

1.50

2.00

2.50

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

総人口（人） 総世帯数（世帯） １世帯あたり人員（人）

31.1

27.8

34.7

31.8

単独世帯

24.9

24.9

22.6

22.6

夫婦のみ

8.7

9.2

15.4

15.9

夫婦と子供

13.2

12.6

11.7

11.3

ひとり親と子供

21.6

25.1

15.2

18.0

同居親族世帯

0.5

0.4

0.4

0.4

非親族世帯

令和２年

(1,348)

平成27年

(1,430)

令和２年

(2,029)

平成27年

(2,154)

（％）核家族世帯

65歳

以上

世帯

員あり

総数
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927 899 919 926 875 843

856 833 784 750 730 727

449 472 491 507 536 521

2,232 2,204 2,194 2,183 2,141 2,091

0

1,000

2,000

3,000

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

65～74歳 75～84歳 85歳以上（人）

高齢者一人暮らし世帯は平成27年が397世帯、令和２年は419世帯となり、総世帯に占め

る割合は19.5％となっています。 

高齢者一人暮らし世帯数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（平成 27年・令和２年・国勢調査） 

（2）高齢者数の推移 

高齢者数は令和２年に2,200人を下回り、近年は2,100人台で推移しており、令和５年は

2,091人となっています。年齢別では後期高齢者数が前期高齢者数を上回る状況が続いて

おり、なかでも85歳以上は令和４年まで増加傾向にありました。令和５年はやや減少し、

521人となっています。 

高齢者数は微減していますが、高齢化率は人口減少に伴い上昇傾向で、令和３年以降は

45％台を推移しており、令和５年は45.6％となっています。 

高齢者数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

（％） 

 平成 30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

高齢化率 43.3 43.9 44.7 45.3 45.9 45.6 

 前期高齢者割合 （41.5） （40.8） （41.9） （42.4） （40.9） （40.3） 

 後期高齢者割合 （58.5） （59.2） （58.1） （57.6） （59.1） （59.7） 

※（ ）内は高齢者人口における割合 （各年９月末現在・住民基本台帳） 

397 419

17.8
19.5

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

200

400

600

平成27年 令和２年

高齢独居世帯数 高齢者独居世帯の割合（世帯） （％）



11 

（3）高齢者の就業状況 

65歳以上で働いている人の割合（就業率）は令和２年が20.6％で、平成27年より上昇し

ているものの全国平均の26.7％、秋田県平均の25.6％を下回っています。 

高齢者の就業状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（平成 27年・令和２年・国勢調査） 

 

（4）主要死因別死亡数 

人口千人当たりの死亡数は令和２年が116件、令和３年は105件で、令和３年は悪性新生

物が17件でやや多く、脳血管疾患が15件、心疾患が14件となっています。 

令和３年の人口10万人対死亡率の総数は全国平均と県平均より高く、主な死因は悪性新

生物、脳血管疾患、心疾患による死亡率は全国平均を上回り、悪性新生物の死亡率は県平

均よりは低くなっていますが、脳血管疾患と心疾患の死亡率は全国・県平均より高くなっ

ています。 

死因別死亡数 

 死亡数（件） 死亡率 
町 町 県 全国 

令和２年 令和３年 令和３年 

総  数 116 105 22.4 17.0 11.7 

う
ち
死
因
別 

悪性新生物 31 17 362.8 439.5 310.7 

脳血管疾患 5 15 320.1 167.4 85.2 

心疾患 27 14 298.8 225.1 174.9 

※死亡数は単純な件数。総数の死亡率は人口千人当たり、死因別の死亡率は人口 10万人当たり。 

毎年１～12月の累計。（秋田県衛生統計年鑑） 

  

106 84

62 81

254 271

2 4

19.1
20.6

0.0

5.0

10.0

15.0

20.0

25.0

0

100

200

300

400

500

600

平成27年 令和２年

第１次産業 第２次産業 第３次産業

分類不能 就業率

（人） （％）

秋田県 25.6

全国 26.7

65歳以上の就業率
（令和２年）
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13 11 11 13 16 14
7 7 11 11 11 14

75 82 87 98 92 93

60 47 48
54 54 35

52 52
54

51 50
54

69 66
71

66 74 93

39 43
42

44 45 41
315 308

324
337 342 344

14.2% 14.1% 14.8% 15.4% 16.0% 16.5%

0.0%

10.0%

20.0%

0

50

100
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200

250

300

350

400

450

平成30年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年

要支援１ 要支援２ 要介護１ 要介護２

要介護３ 要介護４ 要介護５ *認定率

（人）

２．介護保険の給付状況 

（1）要支援・要介護認定者数 

要支援・要介護認定者数は令和２年以降微増しており、令和５年は344人となっています。

認定率は令和２年以降増加傾向で、令和３年に15％を超え、令和５年は16.5％となって 

います。 

要支援・要介護認定者では、要介護１が多い状況で、令和４年度以降は要介護１に次い

で要介護４が多くなって、令和５年は要介護１と要介護４がともに93人となっています。 

また、総合事業対象者は平成30年度から令和元年度は60人前後で、令和４・５年度はと

もに46人となっています。 

要支援・要介護認定者数（第２号被保険者分を含む）と認定率の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（各年度９月末現在・介護保険事業状況報告月報） 

総合事業対象者数の推移 

（人） 

 平成 30年 令和元年 令和 2年 令和 3年 令和 4年 
令和 5年
9月末 

総合事業対象者 67 59 69 59 46 46 

※各年度末現在（COKAS-R/ADⅡ「基準日時点人数集計表」） 
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要支援・要介護認定者の中で認定調査の認知症の判定結果をみると、要介護度が上がる

と認知症高齢者の日常生活自立度はⅡやⅢ以上が多くなっています。施設入所の要介護認

定者はⅢ以上が70％前後と多くを占めており、令和４年度末は70.7％となっています。在

宅要介護認定者ではⅢが令和２年度末は38.2％でしたが、令和４年度末は32.6％で、Ⅱが

39.1％となっています。 

要介護度別認知症高齢者の日常生活自立度の割合（各年度末） 

（町地域包括支援センター資料） 

 ※「認定調査員テキスト 2009」 

Ⅰ：何らかの認知症を有するが、日常生活は家庭内及び社会的にほぼ自立している。 

   Ⅱ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さが多少みられても、誰かが注意してい

れば自立できる。 

Ⅲ：日常生活に支障をきたすような症状・行動や意思疎通の困難さがみられ、介護を必要とする。 

 

（2）介護保険サービス利用者 

介護保険サービス利用者は、近年増加傾向で令和２年度以降は350人を超えて利用され

ており、令和５年９月は371人に増加しています。施設介護サービス利用者数、地域密着型

サービス利用者数は同程度で推移しており、居宅介護サービス利用者は令和２年度以降継

続して増加しており、令和５年９月は184人となっています。 

サービス受給状況（年度月平均） 

146
138

161
169 173

184
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居宅介護サービス 地域密着型サービス 施設介護サービス

28.6%

11.0%
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9.5%
6.7%

47.6%

15.9%

6.5%

28.6%

43.4%

15.2%

23.8%

39.4%

22.4%
19.1%

39.1%

21.2%
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68.2%

0.0%
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 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

合計の受給率 108.5％ 103.2％ 109.2％ 106.3％ 104.1％ 107.8％ 

（参考）要支援・ 

要介護認定者数 
316 316 326 335 341 344 

※要支援・要介護認定者は各年度末現在、令和５年度は９月月報 

（介護保険事業報告） 

 

（3）介護保険給付費 

介護給付費の動向 

（円） 

 令和３年度 令和４年度 
令和５年度 

（見込み） 

 
介護サービス給付費 673,651,907 679,942,450 699,040,841 

支援サービス給付費 2,317,489 3,184,926 3,502,571 

総給付費 合計 675,969,396 683,127,376 702,543,412 

 

特定入所者等介護サービス費 29,141,076 22,866,810 22,290,868 

高額介護サービス費 15,602,302 14,875,880 15,251,653 

高額医療合算介護サービス等費 2,572,408 2,211,322 3,000,000 

審査支払手数料 642,915 662,862 672,672 

その他 計 47,958,701 40,616,674 41,215,193 

標準給付費 合計 723,928,097 723,744,050 743,758,605 

 

 
介護予防・日常生活支援 

総合事業費 
13,597,914 11,553,557 11,077,443 

 
包括的支援事業（地域包括支援セ

ンターの運営）・任意事業費 
10,866,586 11,748,681 11,850,000 

 
包括的支援事業 

（社会保障充実分） 
6,783,738 6,657,155 6,727,600 

地域支援事業費 合計 31,248,238 29,959,393 29,655,043 

（介護保険事業報告・令和５年度は 11月サービス提供分の請求実績までからの推計） 
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第３章 高齢者施策の基本方向 

１．町の目指す高齢者の姿 

（1）目標とする高齢者像 

第６次小坂町総合計画の基本目標１「健やかに自分らしく生きるまち」を目標に、各種

施策を推進しています。健やかに自分らしく生きる高齢者の姿は、地域や家族とのつなが

りを大切にして、自分らしく、元気に暮らしていることと捉えています。 

町の目指す活動的な高齢者像 

住み慣れた場所で安心して暮らし続けるために 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（2）基本理念 

小坂町福祉総合計画における高齢者施策の方向を基に、「高齢者も元気に暮らせる こ

さか」を基本理念に設定し、高齢者施策を推進します。 

基本理念 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者も元気に暮らせる こさか 

心も体も“健やかな”高齢者、仲間とふれあい、自分らしさをもって

いる高齢者 

介護が必要になっても住み慣れた地域で“安心・安全”な介護・暮ら

し・気持ちをもてる体制 

高齢者同士が支える地域、高齢者の“大切さ”がわかる地域 

高齢者も 

元気に暮らせる 

こさか 

自分の役割を担う 

意欲をもつ高齢者 

家族や地域と対話し、

つながりを大事にする

高齢者 

自分の楽しみや 

興味・関心をもって 

いる高齢者 

介護予防を実践する 

高齢者 
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２．基本方向 

（1）重点課題 

❶高齢者を取り巻く課題は町全体の共通課題 

高齢者を取り巻く課題を家族、地域全体が身近な課題として理解を深めることで、地域

での支え合いや高齢者の力を活かす活動が広がっていきます。高齢化が進むなか、元気な

高齢者が支援や見守りの必要な高齢者を支える活動が、ボランティア活動や地域独自の取

組として広がりをみせています。このような取組を「小坂町の支え合いの形」を推進する

環境づくりに活かしていきます。 

❷介護予防のさらなる実践 

介護が必要になることを予防することと、介護が必要な状態を進行させないこと（重度

化予防）の両方が「介護予防」として大変重要です。小坂町では平成27年４月より全国に

先駆けて介護予防・日常生活支援総合事業を導入して実施しており、介護予防の効果が様々

な場面で表れています。 

これまでの機能訓練的介護予防に加え、各種活動への参加が介護予防につながっている

ことから、町では、住民主体で自宅から気軽に集える「通いの場」の啓発等を通して、地

域に身近な介護予防の場の充実を図り、さらに「はっぴいポイント」を創設し、生涯を通

じた健康づくりや介護予防事業への参加の継続並びに新たな参加者の掘り起こしに努めて

きました。 

今後は、様々な取組を組み合わせながら高齢者の虚弱（フレイル）予防を目指して総合

事業の取組をさらに拡大・展開し、町全体での介護予防の推進とメニューの強化を図って

いきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省資料） 
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❸認知症施策の推進 

平成27年１月に発表された「認知症施策推進総合戦略～認知症高齢者等にやさしい地域

づくりに向けて～（新オレンジプラン）」は平成29年に一部改定され、令和５年には「共生

社会の実現を推進するための認知症基本法」が成立し、認知症施策の充実が図られるこ

とが示されています。認知症の人を単に支えられる側と考えるのではなく、認知症の人が

認知症とともに生きていけるような環境整備が必要という考えの下、「認知症の人の意思

が尊重され、できる限り住み慣れた地域のよりよい環境で自分らしく暮らし続けることが

できる社会の実現を目指す」ことが重要です。７つの柱の中には、認知症普及啓発の推進

や、適切な医療・介護サービスの提供、若年性認知症対策の強化、介護者への支援等が盛

り込まれています。 

町でこれまで取り組んできた認知症の人や家族を支援する取組を基に、他事業との連携

を図りながら、地域全体で認知症の人を支える体制（チームオレンジ）を構築するため、

認知症施策のさらなる充実・推進を図ります。 

❹地域で安心して暮らせるための仕組みの確立 

第９期介護保険事業計画の策定にあたっては、第５期から開始した「地域包括ケアシス

テム（地域における住まい・介護・医療・福祉の一体的提供）」構築・実現のための方向性

を継承し、在宅医療・介護連携等の取組の機能強化を図り、地域包括ケアシステムを深化

させ構築する時期に位置づけています。 

また、本計画では令和32年までの中長期的な視点に立ち、高齢者が住み慣れた自宅や地

域で、安心して暮らし続けるための包括的なまちづくりとして、地域包括ケアの発展・充

実を図ります。 

さらに、「地域共生社会」の実現に向け、介護、障がい福祉、子育て支援、生活困窮者支

援といった既存の枠組みに縛られない包括的な相談体制の確保が重要となっており、小坂

町ではこれまでに確立している支援対象を超えた重層的な支援体制づくりをさらに進めて

いくことが重要です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省資料） 
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（2）基本目標 

❶自立支援・重度化防止を目指した介護予防の重点的な推進 

平成26年の介護保険法改正により、町では平成27年４月より、全国に先駆けて介護予防・

日常生活支援総合事業（総合事業）を開始しました。 

これにより、介護予防訪問介護・介護予防通所介護が地域支援事業に移行し、これまで

の介護専門職によるサービスに加え、住民主体等による多様な生活支援サービスや、介護

予防機能の充実を図ることが可能となりました。支援が必要な状態になっても、単にサー

ビスを受けるだけではなく、在宅生活の継続、生きがいづくり、生活目標の達成に重点を

置き、地域における多様な資源を最大限に活用することで、結果的には健康寿命の延伸に

つなげることも期待されます。そのためには、ケアマネジメントにより状態像をきめ細か

く把握し、専門職による身体的介護に限らず、地域内の多様な支援を活用しながら、生活

の継続を図ることが重要となります。住民同士の支え合いによる支援や民間事業者等によ

る生活支援サービスの活用・充実を自立支援・重度化予防につなげ、地域全体での介護予

防意識の醸成に努めます。 

❷健康づくり・介護予防の支援と推進 

高齢者の心身の健康管理と介護予防の推進、疾病等の早期発見を目標に、健診事業並び

に各種健康教育等をさらに充実させ、それらの活動に多くの高齢者が参加できるように推

進します。 

❸高齢者を支える環境づくり 

一人ひとりが自分らしさを持ち、意欲的に暮らせるための環境づくりや高齢者の元気を

地域に活かす仕組みづくりなど、高齢者を支え、また高齢者が生きがいを持って活躍でき

る地域づくりを推進します。 

福祉施策に限らず、地域を取り巻くあらゆる施策との連携を図ります。 

❹介護保険事業の運用と介護サービスの推進 

これまでも介護保険制度の改正に対応しながら、介護保険の基本理念でもある「予防」

に着目した介護サービスの展開、地域の実情に合わせた地域密着型サービスの推進に努め

てきました。 

介護保険制度の開始以来、サービス利用の定着等により介護給付費は増大してきました

が、徐々に財政運営は厳しさを増し、近年は利用者への負担をさらに求めるものとなって

います。そのため、今後は事業の適正な運用を図る必要があります。 

高齢者と地域が介護保険に関する理解をさらに深め、介護予防と自立支援に関する意識

を醸成するとともに、介護を必要とする人が必要な時に適切にサービスを受けられるよう、

介護保険事業の適正化を図ります。 
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（3）日常生活圏域と地域包括支援センターの設定 

介護予防と地域に密着した介護保険サービスは住み慣れた地域で利用できるようにする

ことが重要であり、介護サービス基盤の整備単位として日常生活圏域の設定が必要とされ

ています。町においては、地域の特性や生活環境を踏まえ、これまでと同様に日常生活圏

域は１圏域に設定します。 

また、生活スタイルの変化、地域における高齢者の多様なニーズや相談に総合的に対応

し、高齢者が地域で生活できるように、町では地域包括支援センターを１か所設置してい

ますが、相談者の相談機会の拡大、利便性を図るとともに、相談内容に迅速に対応するた

め、平成30年度より、小坂ふくし会への委託により、新たに地域包括支援センターのブラ

ンチ（相談窓口）を「はいから倶楽部」に設置し、夜間及び土日・祝日の対応を充実させ

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

小坂町地域包括支援センター 

○ 設置・運営 ： 小坂町 

○ 設置時期  ： 平成 18年４月１日 

○ 設 置 数  ： １か所 

              平成 30年度よりブランチ（相談窓口）を「はいから倶楽部」に設置 

              （社会福祉法人 小坂ふくし会へ委託） 

○ 設置場所  ： 小坂町福祉課内 

○ 配置職員  ： ８人（保健師・社会福祉士・介護支援専門員・看護師・介護福祉士） 

           ※非常勤職員含む（令和６年１月現在） 
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３．高齢者施策の全体像 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

高

齢

者

も

元

気

に

暮

ら

せ

る 

こ

さ
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基本目標４： 介護保険事業の運用と介護サービスの推進 

１．計画期間の高齢者数・要介護認定者数等の見込み 
(1)高齢者人口の推計 

(2)要支援・要介護認定者数の推計 

２．介護保険サービスの実績と見込み 
(1) 居宅サービス／介護予防サービス 

(2) 地域密着型サービス 

(3) 施設サービス 

(4) 介護保険給付費見込額総括表 
３．介護保険給付費見込みと介護保険料の設定 
４．介護保険事業の適正・円滑な運用 

(1) 介護給付費適正化事業 

(2) 保険者機能の充実・強化 

(3) サービスの質の向上を図るための取組の推進 

基本目標２： 健康づくり・介護予防の支援と推進 

基本目標３： 高齢者を支える環境づくり 

１．健康づくり・介護予防の支援 
(1) 健康増進事業 

(2) 健診事業 

(3) 健康づくり・介護予防活動 

(4) 高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

２．健康維持・介護予防のための地域での活動の推進 
(1) 見守り・支え合いの体制づくり 

(2) 地域主体の元気づくり活動の支援 

１．地域で自立した生活を送るための支援 
(1) 生活を支えるサービスの推進 

(2) その他の福祉サービスの推進 

(3) 地域福祉・支え合い活動 

２．高齢者の元気・やる気を伸ばす活動の推進 
(1) 生涯学習・生きがい活動 

(2) 社会参加の促進 

３．高齢者を支える環境づくりの推進 
(1) 権利擁護の推進 

(2) 高齢者の活動に配慮したまちの形成 

(3) 地域の見守り活動の推進 

(4) 行政内部のネットワークの充実 

(5) 敬老意識の醸成 

 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 
(1) 介護予防・日常生活支援サービス事業 

(2) 一般介護予防事業 

２．包括的支援事業の推進 
(1) 包括的支援事業 

(2) 任意事業 

基本目標１： 自立支援・重度化防止を目指した介護予防の重点的な推進 
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４．調査からみられる状況 

町では、令和５年１月に『健康と地域福祉に関するアンケ―ト調査』を実施しました。 

郵送等により配布、回収したアンケート結果から特記すべき点について以下にまとめま

す。 
 

調査票 
健康と地域福祉に関するアンケート 

町民調査（20～64歳） 

健康と地域福祉に関するアンケート 

高齢者調査（65歳以上） 

対象者 20～64歳の町民から 500人を無作為抽出 65歳以上の町民から 500人を無作為抽出 

配布数 500件 500件 

回収数 208件 323件 

回収率 41.6％ 64.6％ 

  

❶外出、社会参加の状況 

外出の状況は、高齢者調査では、「週に２～３日程度」（32.5％）、「ほぼ毎日」（22.9％）、

「週に４～５日程度」（21.1％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問９外出頻度〔％〕

N =

全　　　体 208

２０・３０歳代 58

４０歳代以上 150

63.0

65.5

62.0

11.1

13.8

10.0

14.4

13.8

14.7

9.6

5.2

11.3

1.9

1.7

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほぼ毎日 週に４～５日程度 週に２～３日程度 週に１日程度 ほとんど外出しない

問５外出頻度〔％〕

 N =

全　　　体 323

７４歳以下 143

７５～８４歳 122

８５歳以上 49

22.9

29.4

22.1

8.2

21.1

23.8

23.0

12.2

32.5

34.3

32.0

32.7

15.8

11.2

19.7

20.4

5.9

1.4

3.3

24.5

1.9

0.0

0.0

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

ほぼ毎日 週に４～５日程度 週に２～３日程度 週に１日程度 ほとんど外出しない 無 回 答
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地域での役割は、町民・高齢者調査ともに、「特にない」（69.7％、59.1％）、「自治会の

役員」（18.3％、16.4％）と続いています。町民調査では、「消防団員」（6.3％）、高齢者調

査では、「老人クラブの役員」（5.9％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１２地域での役割〔％・複数回答〕
N = 208

％

民生委員・児童委員

自治会の役員

赤十字奉仕団員

消防団員

スポーツ少年団の指導者

学校支援ボランティア等

保育所等の保護者会やＰＴ

Ａの役員

防犯・交通協会の役員

老人クラブの役員

農業関係団体の役員

食生活改善推進員

小坂町地域健康づくりサ
ポーター

社会福祉協議会のボラン

ティア

その他

特にない

無　回　答

1.4

18.3

0.0

6.3

0.5

1.4

2.9

1.0

0.5

2.4

0.0

1.0

1.0

2.9

69.7

2.4

0.0

10.3

0.0

6.9

0.0

1.7

5.2

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

74.1

3.4

2.0

21.3

0.0

6.0

0.7

1.3

2.0

1.3

0.7

3.3

0.0

1.3

1.3

4.0

68.0

2.0

0 10 20 30 40 50 60 70 80

全 体 ２０・３０歳代 ４０歳代以上
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問７地域での役割〔％・複数回答〕
N = 323

％

民生委員・児童委員

自治会の役員

赤十字奉仕団員

消防団員

スポーツ少年団の指導者

学校支援ボランティア等

防犯・交通協会の役員

老人クラブの役員

農業関係団体の役員

食生活改善推進員

小坂町地域健康づくりサ
ポーター

社会福祉協議会のボラン
ティア

その他

特にない

無　回　答

1.5

16.4

0.9

0.9

0.0

0.9

3.1

5.9

2.8

0.6

3.7

4.3

4.0

59.1

8.7

2.1

21.0

1.4

2.1

0.0

2.1

4.2

1.4

4.2

1.4

2.8

6.3

6.3

58.7

4.9

0.8

16.4

0.8

0.0

0.0

0.0

3.3

11.5

2.5

0.0

4.1

4.1

2.5

58.2

4.9

2.0

6.1

0.0

0.0

0.0

0.0

0.0

6.1

0.0

0.0

4.1

0.0

2.0

67.3

20.4

0 10 20 30 40 50 60 70 80

全 体 ７４歳以下 ７５～８４歳 ８５歳以上
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過去２年間の、地域活動（清掃活動、町内行事、防災活動等）への参加状況は、町民・

高齢者調査ともに、「以前から参加しており現在も参加している」（52.9％、64.1％）が最

も多いですが、町民調査では、「以前から参加しておらず現在も参加していない」（28.8％）、

「以前は参加していたが現在は参加していない」（12.5％）、高齢者調査では、「以前は参加

していたが現在は参加していない」（21.1％）、「以前から参加しておらず現在も参加してい

ない」（9.0％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地域の福祉活動への参加意向は、町民調査では、『参加したい』（「率先して参加したい」

と「状況をみて参加したい」の合計）（54.8％）、「自治会等の活動であれば仕方なく参加す

る」（24.0％）、「参加したくない」（19.7％）となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問１８過去２年間の地域活動の参加状況〔％〕

 N =

全　　　体 208

２０・３０歳代 58

４０歳代以上 150

52.9

36.2

59.3

4.8

5.2

4.7

12.5

5.2

15.3

28.8

51.7

20.0

1.0

1.7

0.7

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前から参加しており現在も参加している 以前は参加していなかったが現在は参加している

以前は参加していたが現在は参加していない 以前から参加しておらず現在も参加していない

無 回 答

問１２過去２年間の地域活動の参加状況〔％〕

 N =

全　　　体 323

７４歳以下 143

７５～８４歳 122

８５歳以上 49

64.1

70.6

68.9

36.7

3.1

1.4

5.7

2.0

21.1

16.8

14.8

49.0

9.0

10.5

9.0

6.1

2.8

0.7

1.6

6.1

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

以前から参加しており現在も参加している 以前は参加していなかったが現在は参加している

以前は参加していたが現在は参加していない 以前から参加しておらず現在も参加していない

無 回 答

問２３福祉活動の参加意向〔％〕

N =

全　　　体 208

２０・３０歳代 58

４０歳代以上 150

4.8

5.2

4.7

50.0

44.8

52.0

24.0

25.9

23.3

19.7

24.1

18.0

1.4

0.0

2.0

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

率先して参加したい 状況をみて参加したい

自治会等の活動であれば仕方なく参加する 参加したくない

無 回 答
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過去２年間で、月１回以上参加した介護予防・健康づくりの活動は、高齢者調査では、

「全く参加していない」（54.8％）、「お元気くらぶ（自治会館等での通いの場）」（28.2％）、

「自治会で行う居場所（自治会館等での通いの場）」（13.0％）となっています。 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

問２６過去２年間で月１回以上参加した活動〔％・複数回答〕
N = 323

％

自治会で行う居場所（自治
会館等での通いの場）

お元気くらぶ（自治会館等
での通いの場）

いきいき塾

みんなのスクエアステップ
講座

かようカフェ（認知症カフェ）

KABU筋男塾

その他

全く参加していない

年数回は参加した

無　回　答

13.0

28.2

1.2

1.5

2.8

1.2

2.2

54.8

1.2

7.1

9.8

14.7

0.0

0.0

0.7

0.7

2.8

70.6

0.7

5.6

15.6

36.1

1.6

3.3

4.9

1.6

2.5

43.4

0.8

7.4

16.3

46.9

4.1

2.0

4.1

2.0

0.0

36.7

4.1

10.2

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

全 体 ７４歳以下 ７５～８４歳 ８５歳以上
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❷生活機能評価 

高齢者の運動器、閉じこもり、口腔、認知機能、うつ傾向、低栄養の生活機能を評価す

る項目をアンケート調査で調査したところ、認知機能の低下が56.0％と最も多く、うつ傾

向が37.2％となっており、関連を注視することが重要といえます。それ以外の運動器、閉

じこもり、低栄養の割合は少ない状況となっています。 

生活機能評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（健康と地域福祉に関するアンケ―ト 高齢者調査より抜粋） 
 

❸世帯状況、在宅で暮らすために必要なこと 

高齢者調査では、家族構成は「夫婦２人暮らし（配偶者65歳以上）」（35.6％）、「一人暮

らし」（26.3％）、「息子・娘との２世帯」（15.8％）となっています。 

今後町が重点的に推進すべき福祉施策は、「要介護状態にならないための予防の取り組

み」が46.4％と多く、次いで「生活が苦しい人が自立した生活を継続できるための支援」

が41.8％、「近所や地域での支え合いの仕組みづくりの取り組み」と「様々な相談に対応で

きる体制の整備」がともに41.5％となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

11.5

5.0

24.5

56.0

37.2

3.1
0.0

20.0

40.0

60.0
運動器

閉じこもり

口腔

認知機能

うつ傾向

低栄養

問１（１）家族構成〔％〕

 N =

全　　　体 323

７４歳以下 143

７５～８４歳 122

８５歳以上 49

26.3

20.3

28.7

40.8

35.6

39.9

34.4

20.4

3.7

4.9

4.1

0.0

15.8

12.6

20.5

14.3

14.9

19.6

9.8

16.3

3.7

2.8

2.5

8.2

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

一人暮らし 夫婦２人暮らし（配偶者６５歳以上）

夫婦２人暮らし（配偶者６４歳以下） 息子・娘との２世帯

その他 無 回 答
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  問２３町が重点的に推進すべき福祉施策〔％・複数回答〕
N = 323

％

生活が苦しい人が自立した
生活を継続できるための支
援

近所や地域での支え合い
の仕組みづくりの取り組み

ボランティアを増やすような
支援

段差解消等バリアフリーの
推進

様々な相談に対応できる体
制の整備

要介護状態にならないため
の予防の取り組み

権利擁護の確保の取り組
み

在宅福祉を支えるための
支援

養育困難等課題を抱えた
家庭への支援

健診等健康を支援するた
めの取り組み

手当等の給付の増額

無　回　答

41.8

41.5

13.6

15.8

41.5

46.4

7.1

37.5

16.4

34.7

21.1

14.6

40.6

44.8

16.1

14.0

46.2

50.3

8.4

37.8

19.6

44.1

23.1

5.6

43.4

42.6

10.7

22.1

41.0

42.6

8.2

37.7

16.4

31.1

21.3

19.7

40.8

26.5

14.3

8.2

30.6

42.9

2.0

34.7

10.2

18.4

18.4

26.5

0 10 20 30 40 50 60 70

全 体 ７４歳以下 ７５～８４歳 ８５歳以上
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第４章 基 本 計 画 

 

基本目標１：自立支援・重度化防止を目指した介護 

予防の重点的な推進 

１．介護予防・日常生活支援総合事業の推進 

（1）介護予防・日常生活支援サービス事業 

❶介護予防ケアマネジメント 

介護予防ケアマネジメントは、「高齢者が要介護状態になることをできる限り防ぐ」「要

支援・要介護状態になっても状態がそれ以上に悪化しないようにする」ために、国で示し

ているプロセスに基づいて、高齢者が地域において自立した日常生活を送ることができる

ように支援するものです。 

町では、地域包括支援センターにおいて介護予防ケアマネジメントを実施しており、要

支援認定者・総合事業対象者の状態やその人の生活環境に応じて目標を設定し、その目標

の達成に向けて主体的に取り組めるよう、保健・福祉・生活面等多様な視点から支援でき

るように努めています。 

今後も、医療・介護との連携を図りながら、地域ケア会議等による多職種協働を積極的

に活用し、適切なケアマネジメントが行われるよう努めます。 

❷訪問型サービス（旧介護予防訪問介護に相当する基準のサービス） 

介護予防ケアマネジメントに基づき、要支援認定者や事業対象者の中で専門職による身

体的援助が必要な者等に対し、介護専門職等による支援を提供します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

延件数 127件 95件 95件 

延回（日）数 779回 494回 494回 

❸通所型サービス（旧介護予防通所介護に相当する基準のサービス） 

介護予防ケアマネジメントに基づき、要支援認定者や事業対象者の中で認知症や末期が

ん、特定疾病等の状態で、専門職による身体的援助が必要な者等に対し、介護専門職によ

る日常生活上の支援、生活機能向上のための機能訓練や口腔機能向上サービスなどを提供

します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

延件数 185件 220件 220件 

延回（日）数 785回 879回 870回 
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❹通所型サービスＡ（緩和した基準によるサービス） 

「デイサービスくるみ」は簡単な機能訓練や趣味活動などにより生活を刺激することを

主とした活動を行っています。 

従来のデイサービスの内容や利用時間数の基準を、利用者の状況に合わせた形で柔軟に

利用できるように緩和することで、気軽に使うことを想定したサービスとして平成27年度

から開始し、令和元年度に見直しを行い、虚弱高齢者（要支援認定者・事業対象者）への

自立支援の促進を目的として実施しています。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用者数 24人 19人 20人 

❺短期集中型サービス（訪問型サービスＣ） 

要支援認定者・事業対象者に対し、専門職が３～６か月の短期間に、介護予防の中での

生活目標の達成、生活機能の改善に向けた機能向上等のプログラムを実施するサービスで

す。理学療法士等のリハビリ専門職を確保し、平成30年度から実施しており、個々に合わ

せた運動メニューなど、主に自宅内で運動や身体を動かすことを主とした活動を行ってい

ます。令和元年度から通所型サービス等も含めた制度の見直しを行い、令和２年度から「お

元気ジム」として再始動、令和４年度からは訪問型として実施しています。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用者数 ０人（休止） １人 ２人 

❻移動支援（訪問型サービスD） 

「道路運送法」での許可・登録が不要とされる自家用車を使った高齢者の通院や買い物

等の移送や移送前後の生活支援を行うサービスです。令和６年度以降の実施に向けて検討

を行います。 

❼食の自立支援事業（配食サービス事業） 

食事づくりが困難な高齢者に対して週３回社会福祉協議会が居宅を訪問して、低栄養の改

善を目指し、バランスの取れた食事を提供するとともに、利用者の安否確認を行うものです。

昭和58年から社会福祉協議会が独自で実施してきたものを、平成13年度から町の委託事業と

して実施しています。 

今後も調理を行うボランティアや事業者の掘り起こしに努めながら、事業を継続します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用者数（各年度末） 33人 20人 20人 

延配食数 3,857食 3,585食 3,585食 
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（2）一般介護予防事業 

町においては、これまでも介護予防の効果をより高めるため、幅広い参加者を募る形の

予防事業を実施してきました。令和３年度からは、さらなる健康寿命延伸を目指すため、

年齢制限を設けず生涯を通じた健康づくり、そのための元気な地域づくりを基盤とした介

護予防事業を展開しており（後述）、今後も継続した実施を図ります。 

❶介護予防手帳の発行 

平成27年度から、65歳以上の高齢者を対象に、身体の状況や、健康状態に応じて必要な

サービスを管理し、高齢者の健康管理の一助とするための介護予防手帳を交付しています。

家族やサービス提供事業者、医療機関、行政関係者等が状態の記録を正確に把握し、生活

目標の見える化や適切なサービスを提供することに役立てています。 

手帳の内容の充実を図りながら、多くの町民に行き渡るよう、普及・啓発に努めます。 

❷口腔ケアの普及啓発活動（無料歯科健診） 

介護予防を推進する上で、口腔ケアも重要な視点です。そこで、65歳以上高齢者の新規

被保険者資格取得者を対象に、町立歯科診療所において歯科健診を行い、口腔ケアの意識

を高めてもらうことで、より多方面から介護予防活動にアプローチしていきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用者数 ２人 ６人 3人 
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２．包括的支援事業の推進 

（1）包括的支援事業 

❶地域包括支援センター運営 

高齢者を包括的に支援する中心的機能として、地域包括支援センターを平成18年４月に

設置し、要支援１・２、事業対象者の介護予防ケアマネジメントを行い、介護予防と高齢

者を支えるケア体制の充実に努めています。 

また、地域包括支援センターが適正かつ円滑に運営されるように、関係機関や町民代表

で構成される「小坂町地域包括支援センター運営協議会」を設置しており、地域包括支援

センター事業の評価、高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画の進捗状況の把握、意見交

換等を定期的に行っています。 

地域包括支援センターの機能強化の一環として、地域包括支援センターの高齢者の介護

予防・重度化防止等に向けた取組状況を点検し、取組が不足している点は改善につなげ、

地域包括支援センターが地域で担うべき機能を十分に発揮できるよう努めていきます。評

価の実施にあたっては、地域包括支援センター運営協議会の意見も伺いながら、取組と人

員体制の確保に努めていきます。 

また、町では地域共生社会を推進するため、高齢者に限らず、子どもや障がい者等すべ

ての人への包括的支援体制の構築を図るため、地域包括支援センターが持つノウハウや機

能をベースとした相談支援体制の充実と自立支援・重度化防止に向けた“小坂版”地域包

括ケア支援体制への拡充を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（厚生労働省資料一部改変） 

子ども家庭センター  

(R6.4.1設置予定) 
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１）総合相談支援事業 

高齢者に限らず障がい者等も含め、地域の相談窓口（心配ごと相談、医療機関、民生委

員・児童委員等）との連携を図ります。あわせて、居宅介護支援事業所のケアマネジャー

からの対応が困難または調整が必要な事例についての相談に対応します。多様化する生活

スタイルに対応し、総合的な支援が実施できるよう相談体制の充実を図る必要があるため、

小坂ふくし会への委託により、平成30年度よりブランチ（相談窓口）を「はいから倶楽部」

に設置し、夜間及び土日・祝日の相談にきめ細かく対応できるようにします。 

実施状況 ： 取扱件数（うち夜間休日） 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

地域包括支援センター 4,388件（36件） 4,193件（70件） 4,200件（70件） 

介護予防支援事業所 2,162件（４件） 2,240件（３件） 2,200件（３件） 

居宅介護支援事業所 ０件（０件） ０件（０件） ０件（０件） 

障害者相談支援事業所 377件（10件） 370件（４件） 370件（５件） 

ブランチ    56件（29件） 41件（20件） 45件（20件） 

 

２）高齢者実態把握事業 

高齢者実態把握事業を地域包括支援センターで実施しています。緊急時等の見守りを行

うとともに、介護予防が必要な高齢者の把握、介護予防事業への参加につなげていきます。

また、平成22年度から80歳以上の町民全員の安否確認を実施しており、今後も定期的に確

認していきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

実施件数 

（うち訪問件数） 

394件（延 447件） 

（100件） 

245件（延 393件） 

（127件） 

300件（延 390件） 

（120件） 

高齢者台帳整備数 1,197件 1,330件 1,300件 

 

３）介護予防ケアマネジメント 

主に、要支援１･２の要支援認定者並びに総合事業の対象者には、日常生活の自立・生活

目標の達成に向けて、地域包括支援センターが中心になり介護予防ケアマネジメントを実

施します。町では、介護予防ケアマネジメントは原則として地域包括支援センターが担当

しており、介護予防を日常生活に取り入れ、実践できるよう、地域ケア会議等を活用した

多職種・多機関連携を図りながら、適切な介護予防ケアマネジメントに努めます。 
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４）包括的・継続的ケアマネジメント 

高齢になっても地域で暮らしていけるよう、介護支援専門員、主治医、地域内のあらゆ

る関係機関との連携、多職種相互の協働を強化するとともに、地域包括支援センターのノ

ウハウと介護給付におけるケアマネジメントを相互連携させることにより、個々の高齢者

の状況や変化に応じた包括的・継続的なケアマネジメントを実現する環境整備に努めます。 

地域における連携・協働の体制づくり、個々の介護支援専門員に対する支援・助言等に

留まらず、町民や介護保険サービス事業者等の地域全体に介護予防・自立支援の意識の醸

成に努めます。 

❷地域ケア会議 

地域包括支援センターにおいて、保健・福祉・医療機関、介護保険サービス事業者等が

参加した地域ケア会議を毎月開催しています。地域ケア会議は地域における支援のネット

ワーク構築に加え、多職種連携・協働、介護・医療連携の場、介護支援専門員や介護事業

者の意識醸成、また、高齢者の実態を把握し、高齢者個人に対する支援の充実や社会基盤

の整備についての検討、高齢者の自立支援に資するための方策について検討し、課題の解

決に向けた実践力の向上を図る場にもなっています。 

自立支援・重度化予防のために地域ケア会議の機能強化を図っていく必要があり、地域

ケア会議が担うべき役割が増えています。個別事例の検討を通じ、介護支援専門員等の実

践力向上を図るだけでなく、多職種協働によるケアマネジメントの支援、情報交換等を継

続して行います。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

地域ケア会議開催回数 ８回 10回 12回 

❸在宅医療・介護連携推進 

後期高齢者の増加に伴い、医療と介護両方のニーズを有する高齢者の増加が見込まれ、

医療と介護の連携がますます重要となります。慢性疾患の自宅での療養など在宅医療ニー

ズに対応するため、かかりつけ医、かかりつけ薬局の普及等を通じた在宅医療の充実を図

るとともに、医療と介護との連携を強化します。地域ケア会議との連携により、医療サー

ビスを適切に組み入れたケアプランの作成などを進めます。 

医療と介護の連携強化策としては、小坂町診療所をはじめ町内及び近隣の医療機関との

連携を強化します。地域における医療・介護の連携を推進し、在宅療養生活を支えるため

の多職種連携の強化を図ります。在宅での療養生活を支える訪問看護や居宅療養管理指導

などが必要な方については、介護支援専門員に対し、医療系サービスを適切に組み合わせ

たケアプラン作成と利用が促進されるように、研修や情報提供、ケアマネジメント支援な

どを行います。 
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【在宅医療・介護連携における４つの場面と目指すべき姿】 

 

 

❹認知症対策推進事業 

認知症に対する不安は、高齢者の中でも増大しており、身近な課題という認識が広がり

つつあります。地域で行う健康づくりや介護予防の教室、健康教育や保健指導等で認知症

予防について啓発しています。食事と生活習慣が認知症に大きく関係している点を踏まえ、

介護予防の教室では脳トレなどを取り入れています。このように認知症予防の機会を活用

して認知症についての理解を深め、予防活動を働きかけます。 

一方、家族や地域が認知症について理解を深めることも重要であり、認知症カフェ等の

様々な機会を活用して啓発するとともに、地域で認知症を見守る体制づくりに向けて、地

域とのつながりづくりに取り組みます。 

また、認知症サポーター養成講座もキャラバンメイトを中心に実施しており、多くの町

民の参加を促進します。また、平成28年度には大館市立総合病院が秋田県認知症疾患医療

センターに指定されており、当機関との連携・協力や、各種事業を通して、認知症の人や

その家族が、住み慣れた地域で安心して暮らせる地域・環境づくりに努めます。 

「認知症施策推進計画」の策定を検討します。 

１）認知症地域支援推進員配置 

地域包括支援センターや社会福祉協議会、小坂ふくし会に推進員を配置し、支援できる

体制を確保しています。医療機関や介護サービス事業所及び地域の支援機関との連携を図

るための支援や、認知症の人やその家族を支援する相談業務等を行います。 

 

 

• 医療・介護関係者が、

人生の最終段階におけ

る本人の意思を共有し、

希望に沿えるよう支援

することで、医療と介護

の両方を必要とする高

齢者が望む場所で看取

りが行われる。

•医療・介護・救急隊が適
切に連携することにより、
医療と介護の両方を必
要とする高齢者が在宅
での急変時にも、本人
の意思も尊重された適
切な対応が行われる。

•入退院の際に、医療機

関・介護事業者等が情

報共有し、円滑なサー

ビス提供を行うこと で、

医療と介護の両方を必

要とする高齢者が、望

む場所で生活できる。

• 医療・介護関係者が情報共

有し、協働して本人及び家

族へ支援することにより、医

療と介護の両方を必要とす

る高齢者が、住み慣れた地

域で生活できる。

日常の療養 
支援 

入退院 
支援 

急変時の 
対応 

看取り 
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実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

配置人数 ３人 ３人 ３人 

２）認知症カフェ（かようカフェ） 

平成29年１月より、認知症の人を介護する家族、認知症が気になる人、地域住民が気軽

に専門職に相談でき交流する場として、毎月第３火曜日に開催しています。認知症地域支

援推進員など専門職が常駐し、認知症に関する相談や情報交換を行うとともに、レクリエー

ションなどを通して認知症への理解を深めたり、認知症の人を介護する家族へのサポート

の場として、今後も継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

開催回数 10回 10回 12回 

延参加者数 195人 295人 350人 

３）データに基づく認知機能維持・向上事業 

認知症予防を目指した事業や活動の実施前後の認知機能を測定し、効果を実感・実測で

きる事業です。令和６年度以降の実施へ向けて検討を行います。 
 

４）認知症初期集中支援チーム 

認知症に関する医療や介護の専門職がチームで、認知症が疑われる方をサポートします。

認知症は、早期診断・早期対応が欠かせません。チームにはアドバイザーとして、秋田 

県認知症疾患医療センターの専門職が参加しており、引き続き、関係機関と連携しながら、

支援体制の充実を図ります。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

開催回数 ０回 ０回 ０回 

５）認知症サポーター養成 

地域包括支援センター等において認知症に関する正しい知識を持ち、地域や学校、職域

において、認知症の人や家族を支援する認知症サポーターを養成します。そして、認知症

高齢者やその家族の手助けができる体制づくりを進めます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

開催回数 ２回 １回 ２回 

参加者数 64人 15人 30人 

６）チームオレンジの取組 

認知症の人の支援ニーズに認知症サポーター等をつなげる仕組み（チームオレンジ）の

構築を検討し、認知症の人が安心して暮らし続けられる地域づくりを進めます。 
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❺生活支援体制整備事業 

１）生活支援コーディネーター配置／協議体設置 

単身や夫婦のみの高齢者世帯、認知症の高齢者が増加するなか、多様な日常生活上の支

援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図っていくため、平成27年度

から、生活支援の担い手の養成やサービスの開発、地域の課題把握や地域ニーズとのマッ

チングなどを行う「生活支援コーディネーター」を配置しています。日常生活圏域が１つ

であり町全体にきめ細かく対応できるよう、２名体制としています。 

これまで、生活支援コーディネーターが自治会単位で対象となる全地域をまわり、情報

交換を通して各地域の課題・ニーズの把握、地域での支え合いの意識の醸成に継続して努

めており、今後もニーズを支援や施策に結びつけるなど、生活支援体制をさらに充実・強

化していきます。 

生活支援コーディネーターの活動を支えるため、「小坂町地域支え合い推進協議会」を設

置して、コーディネーターが活動するなかで見えてきた地域における諸課題に対して意見

をいただきながら生活支援体制の構築を図ります。また、生活支援コーディネーターが円

滑に活動できる環境を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

（厚生労働省資料より作成） 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

配置人員 ２人 ２人 ２人 

地域支え合い推進協議会開催回数 ２回 ０回 ０回 

（1）生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）の配置⇒多様な主体による多様な取組のコーディネート機能

を担い、一体的な活動を推進。コーディネート機能は当面ＡとＢの機能を中心に充実。 

 

 

 

 

 

 

 

エリアとしては、第１層の市町村区域、第２層の日常生活圏域（中学校区域等）がある。 

①第１層 市町村区域で、主に資源開発（不足するサービスや担い手の創出・養成、活動する場の確保）中心 

②第２層 日常生活圏域（中学校区域等）で、第１層の機能の下で具体的な活動を展開 

 

 

（2）協議体の設置⇒多様な関係主体間の定期的な情報共有及び連携・協働による取組を推進 

 

 

 

 

 

※コーディネーターの職種や配置場所については、一律には限定せず、地域の実情に応じて多様な主体が活用できる仕組みとす

る予定であるが、市町村や地域包括支援センターと連携しながら活動することが重要 

（Ａ）資源開発 

 ○地域に不足するサービスの創出 

○サービスの担い手の養成 

○元気な高齢者などが担い手として

活動する場の確保 など 

（Ｂ）ネットワーク構築 

 ○関係者間の情報共有 

○サービス提供主体間の連携の体制

づくり など 

（Ｃ）ニーズと取組のマッチング 

 ○地域の支援ニーズとサービス提供
主体の活動をマッチング など 

生活支援・介護予防サービスの多様な関係主体の参画例 
 
 
 

等 

ＮＰＯ 民間企業 協同組合 ボランティア 社会福祉法人 

生活支援・介護予防の体制整備における 
コーディネーター・協議体の役割 
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２）地域活動組織の育成 

身近な地域で介護予防活動が展開できるように、ボランティアや運動指導など地域の担

い手を育成するために、令和４年度から、「お元気くらぶ」等、地域での通いの場の運営に

関わる方を「地域健康づくりサポーター」として登録する事業を通して、活動支援、研修

会の開催を進めます。サポーターを通じた介護予防や健康づくりに資する活動の普及、通

いの場運営に係る人材育成、運営の経済的支援を行い、住民主体の活動に取り組みやすい

地域づくりの体制を整備します。 

また、住民主体の「居場所」への訪問により、地域活動組織との情報交換や活動支援を

強化していきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

生活支援コーディネーターによる自治会

訪問の参加者数 

17自治会 
99人 

20自治会 
99人 

14自治会 
90人 

開催回数 14回 20回 14回 

 

（2）任意事業 

❶介護給付費適正化事業 

「介護給付の適正化」とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定した上で、受給

者が真に必要とするサービスを、事業者がルールに従って適正に提供するよう促すことで

す。 

介護給付の適正化を図ることは、不適切な給付を削減する一方で、利用者に対する適切

な介護サービスを確保することにより、介護保険の信頼性を高めるとともに、介護給付費

や介護保険料の増大を抑制することを通じて、持続可能な介護保険制度の構築に資するも

のです。そのために、認定調査状況のチェック、ケアプランの点検、介護支援専門員が作

成した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容の点検、住宅改修などの

点検、医療情報との突合・縦覧点検を行います。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

新規 

介護認定調査数         区分変更 

更新 

89 

27 

272 

90 

27 

260 

90 

30 

260 

ケアプランのチェック 295件 282件 300件 

医療保険との突合 毎月実施 毎月実施 毎月実施 

❷家族介護者教室 

家族介護者教室は、介護方法や介護予防、介護者の健康づくり等を内容として、平成20

年度から地域包括支援センターで実施しています。今後も家族介護支援事業として継続し

て開催します。 
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実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

開催回数 ０回 １回 １回 

参加者数 ０人 ５人 ５人 

 

❸認知症対応型共同生活介護事業所の家賃等助成事業 

経済的負担の軽減を図ることを目的として、利用者に対し、家賃及び食材料費の費用負

担の軽減を行っている事業者を対象として助成を行います。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用状況 ２名 ３名 ３名 
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基本目標２：健康づくり・介護予防の支援と推進 

１．健康づくり・介護予防の支援 

（1）健康増進事業 

❶健康教育 

健康や介護予防に関する正しい知識の普及を図り、自らの健康管理に役立てることを目

的に実施しています。平成18年度から高齢者向けの健康教育は主に地域支援事業で実施し

ており、今後も健康づくりと介護予防の知識の普及を図り、実践につなげられるように取

り組みます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

健康教育（集団教育）実施回数 ９回 12回 10回 

1）健康のつどい 

毎年秋に開催し、住民主体の健康づくり活動の交流や健康寿命延伸に向けた講話や体験

の場として、町民の健康意識を高めます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

開催回数 １回 ０回 １回 

2）食生活改善学習 

食生活改善推進員など住民組織とも連携し、生涯を通じた食生活を中心とした生活習慣

の改善を進め、健康維持と増進に努めます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

推進員学習会開催回数 ２回 ２回 ２回 

3）ヘルスはっぴぃチャレンジャー 

健康に関心のある20歳以上の町民または町内事業所等に勤めている壮年層を中心に、運

動講座や生活習慣病の研修、高齢者のフレイル予防、心の健康講座（ゲートキーパー養成

等）等を実施し、健康づくり人材の育成を図っています。今後も、地域健康づくりサポー

ター研修等との連携も図りながら、継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

登録人数 ８７人 ８７人 １０７人 
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4）出前講座 

町民が自主的に行う学習会等の際に、「小坂町出前講座メニュー」に記載のある講座から、

町民が希望する講座内容について町職員が出向いて説明等を行う「出前講座」を小坂町教

育委員会主催で実施しています。福祉課所管の講座の活用を促し、町の施策や事業への理

解促進、健康づくりや介護予防等の知識の普及を図ります。 

❷健康相談 

健診時、町主体の介護予防事業実施時や老人憩の家「あかしや荘」など、地域へ専門職

が出向いての健康相談など、様々な機会を通じて相談事業を展開し、必要に応じて介護予

防や生活習慣改善活動への参加を呼びかけます。 

実施状況 ： 実施回数 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

保健センター実施分 102回 129回 120回 

地域包括支援センター実施分 20回 43回 42回 

（保健センター分：「町事務報告（保健センター）」＜健康相談＞より） 

（地域包括支援センター分：「町事務報告（地域包括支援センター）」＜その他事業＞より） 

❸訪問指導 

健診結果の要指導者に対する訪問指導など、地域包括支援センターでの高齢者把握事業

等と連携を図りながら実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

成人（高齢者含む）訪問件数 64件 68件 60件 

（「町事務報告（保健センター）」＜訪問・外来相談状況＞より） 

❹各種予防接種の啓発 

感染症対策として、インフルエンザ予防接種、肺炎球菌予防接種、帯状疱疹ワクチン、

新型コロナウイルスワクチン接種の必要性についての啓発を継続します。 

❺感染症対策 

高齢者をはじめ町民や介護保険サービス事業所等に対し、新型コロナウイルスやインフ

ルエンザなどの感染症の予防、感染拡大防止策、新しい生活様式等について周知・啓発を

行うとともに、感染症発生時に備えた平時からの事前準備、感染症発生時の代替サービス

の確保に向けた連携体制の構築に努めます。 
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（2）健診事業 

❶特定健診・特定保健指導 

平成20年度からは、国保加入者にメタボリックシンドロームに着眼した特定健康診査・

特定保健指導を実施しています。また、後期高齢者健診も特定健診に準じて実施していま

す。特定健診の受診率の目標、特定保健指導率等について、見直しを行いながら、受診率

の向上を図ります。あわせて、町民に健診の重要さを継続して啓発していきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

特定健診（40～74歳）受診率 33.6％ 37.7％ 35％ 

後期高齢者健診受診率 18.9％ 22.9％ 23％ 

   （「法定報告」より） 

❷その他の検診 

胃がん、大腸がん、肺がん、乳がん、子宮頸がん、婦人科超音波、前立腺がん検診を継

続して実施します。そして、早期発見を図るため受診を促すとともに、各種がん検診受診

の重要性を啓発します。 

 

（3）健康づくり・介護予防活動 

❶「小坂町健康増進計画」の推進 

「小坂町健康増進計画」に基づき、町民の健康づくりを支援するための施策・活動を展

開しており、高齢者の健康づくりの一環として食生活改善や生活機能を維持するための情

報を提供するとともに、健診後の健康管理の支援を強化します。 

また、食生活改善推進員等の住民組織は地域での様々な健康づくり活動に協力しており、

今後も食生活改善事業や介護予防事業において、地域のリーダーとして自主的な活動がで

きるよう支援します。 

❷こころの健康づくり、自殺予防対策の推進 

秋田県は自殺による死亡率が全国的にみても高い状況が続いています。このため、傾聴

ボランティアやゲートキーパーの育成を図りながら、各種団体・関係団体と連携し、うつ

病予防やこころの健康づくりに関する講演会や健康のつどいを開催します。講座等では、

命の大切さや自殺の危険を示すサイン、また危険に気がついた時の対応方法などについて

周知を図るとともに、生きがいや役割を持って生活を送れるように支援していきます。 

❸短期集中お元気パワーアップ事業 

参加者が歩いて行ける距離にある会場で、健康運動指導士から介護予防に効果が認めら

れるプログラムを週１回４か月間実施し、認知機能検査やフレイル検査を合わせて実施す

ることで、効果をデータで分析・把握し、身体機能や認知機能の機能向上を図ります。令

和６年度に事業を開始します。 
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❹リハビリテーション提供体制の構築 

要介護（支援）者がリハビリテーションの必要性に応じてリハビリテーションサービス

を利用できるよう、医療保険で実施する急性期・回復期のリハビリテーションから、介護

保険で実施する生活期リハビリテーションへ、切れ目のないサービス提供体制を構築する

ことが求められています。 
 

  【現状と分析】 

リハビリテーションサービスを提供する４つのサービスについて、国の示す指標を用い

て、現状の把握と分析を行いました。 

   ◆ストラクチャー指標： 

介護保険における介護サービスを提供する施設や事業所の物的資源、人的資源、地域の

状態像等を表す指標。小坂町においては、町内にリハビリテーションサービスを提供する

介護サービス事業所がないため、指標なし。 

   ◆プロセス指標（利用率）： 

地域における要介護（支援）者への幅広いリハビリテーションサービスの供給量を把握

することで、介護サービスの提供実態を把握することが可能。 

 

町内にリハビリテーションサービスを提供する事業所が無く、訪問リハビリテーション

においては、近隣にも利用可能な事業所がなく、サービス利用を希望しても利用できない

状況にあります。通所リハビリテーション、介護老人保健施設、介護医療院のサービスは

近隣に所在する事業所・施設の利用となっており、介護度別の利用率は、通所リハビリテー

ションにおいては、利用実績のある要介護１～４において県平均を下回っており、サービ

スの供給量は充分ではない可能性があります。介護老人保健施設は要介護４において、介

護医療院は、利用実績のある要介護２～５において県平均を上回っており、重度化した際

に必要なサービスを受給できる状態にあると考えられます。 
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（「見える化」システムより） 
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【目標と取組】 

当町では、「本人の状態に応じて、重度化防止に向けたリハビリテーションに取り組みな

がら、住み慣れた地域で暮らし続けることができる」ことを目標とし、事業に取り組みま

す。当町にはリハビリテーションサービスを提供する介護サービス事業所が無いことから、

独自のリハビリテーション提供体制を構築する必要があります。重度化した際の施設サー

ビスに相当する新たな体制の構築は困難ですが、下記の事業により、重度化に至る前のリ

ハビリテーションに取り組み、目標の実現を目指します。 
 

1）短期集中型サービス（訪問型サービスＣ）（再掲） 

要支援認定者・事業対象者に対し、専門職が３～６か月の短期間に、介護予防ケアマネ

ジメントの中での生活目標の達成、生活機能の改善に向けた機能向上等のプログラムを実

施するサービスです。理学療法士等のリハビリ専門職を確保し、平成30年度から実施して

おり、個々に合わせた運動メニューなど、主に自宅内で運動や身体を動かすことを主とし

た指導を行っています。令和元年度から通所型サービス等も含めた制度の見直しを行い、

令和２年度から「お元気ジム」として再始動、令和４年度からは訪問型として実施してい

ます。 
 

2）地域リハビリテーション支援事業 

地域が主体となった介護予防の取組みをさらに推進するため、リハビリテーションに関

する専門職が地域包括支援センターと連携して住民主体の居場所等の介護予防活動への助

言を行うとともに、民生児童委員協議会、地域ケア会議・サービス担当者会議等へ参加し、

連携を図っているほか、理学療法士主体で各種事業を実施しています。 

3）KABU筋男組 

令和６年１月から、令和４年度から実施していた「KABU筋男塾」を改変し、「KABU筋男組」

を開始しました。理学療法士とサポーターが指導にあたり、男性を対象とした機能向上事

業として、社会福祉協議会に委託して実施しています。男性高齢者の居場所や活動の場、

介護予防の機会となるように実施し、参加を促進します。 

４）運動機能改善事業 

運動器の部位別に痛みを生じるケースが多くあるため、理学療法士等が対象者の状態に

合った指導にあたり、運動器の機能改善を図ります。令和６年度以降の事業実施を目指し

ます。 
 

（4）高齢者の保健事業と介護予防の一体的実施 

複数の慢性疾患に加え、認知機能や社会的なつながりが低下する「フレイル」状態にな

りやすい高齢者に対し、疾病予防（医療）と生活機能維持（介護）の要素を組み合わせた

支援を提供することで町民の健康課題の解決を図ることが求められています。職員の確保

など、事業実施体制を強化し、事業の推進を図ります。 
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実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

高齢者に対する個別支援（ハイリスクアプ

ローチ）実施人数 
14人 33人 52人 

通いの場等への積極的な関与（ポピュ

レーションアプローチ）箇所数 
2か所 7か所 7か所 
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２．健康維持・介護予防のための地域での活動の推進 

（1）見守り・支え合いの体制づくり 

❶地域見守り活動事業 

地域における見守りは現在、安否確認や声かけ、孤立防止のための社会的交流へ向けた

呼びかけ、話し相手や、日常生活で抱えている困難の把握など、様々な形で行われていま

す。町民が住み慣れた地域で安心して暮らし続けることができるよう、今後も、配達・巡

回事業者や商店、民生委員・児童委員、地域健康づくりサポーター、自治会等の協力を得

ながら、地域における見守り活動の意識啓発・活動の充実を継続して図ることによって高

齢者等の支援が必要な町民を支え合う体制をつくっていきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

通報件数 ７件 ９件 10件 

❷高齢者地域支え合い支援事業 

自治会において、支え合いや交流を内容とする事業の実施のあたり、75歳以上の方１人

当たり2,000円を補助しています。事業の実施を通して、地域における高齢者の状況把握、

交流機会の確保、支え合いの意識醸成を図ります。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

実施自治会数 35自治会 36自治会 37自治会 

❸救急時見守り支援事業（命のバトン配置） 

地域における見守り活動と救急時の連絡体制を確立するため、救急時や災害時の初期情

報取得手段として、救急医療情報キット（命のバトン）を配置することで、支援が必要な

高齢者等を支え合う体制を構築していきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

新規配布件数 53件 15件 60件 

❹ふれあいの居場所・通いの場づくり 

介護予防事業が要介護認定者増加を抑制しているように、交流を主体とした活動は、介

護予防上大きな効果が期待されます。このことから、自治会等身近な地域における交流活

動の促進のため、自治会館等でのふれあいの居場所づくり活動や、概ね月１回以上、運動

を含んだ活動を１時間程度行う通いの場活動を支援していきます。 

また、平成23年に「みんなのお家だんらん」が開設され、誰もが気軽に集える場所とし

て利用されています。このように、自治会等身近な地域における居場所に限らず、様々な

形態の居場所の普及、居場所づくり活動を支援していきます。 
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実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

住民主体の通いの場数 18か所 22か所 22か所 

   （活動内容問わず月１回以上活動しているもので、地域包括支援センター作成「小坂町通いの場一覧」より） 

 

（2）地域主体の元気づくり活動の支援 

❶お元気くらぶ 

65歳以上の高齢者を対象に、運動機能の向上と介護予防の意識の普及・啓発事業として

交流を主体とした「お元気くらぶ」を自治会単位で継続実施していましたが、令和３年度

より年齢制限は設けず若年層の参加を促し、早い段階からの介護予防に努めます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

取組地区 32地区 33地区 33地区 

延参加者数 2,336人 2,365人 2,350人 

❷はっぴいポイント事業 

介護予防事業や地区等で行う生涯を通じた健康づくり活動の参加者にポイントを付与し、

年間累積ポイント数に応じて、商品券等と交換することで、参加意欲の増進を図る事業と

して平成27年度から実施していましたが、若年層の参加を促すことを目的に、令和３年度

から年齢制限を撤廃しました。令和４年度から、磁気式ポイントカードから紙のポイント

カードへ変更し、累積ポイントが一目で分かるようにすることで、参加意欲増進を図って

います。参加者のみならず、地区活動を担う住民を掘り起こすことで、住民の健康づくり、

介護予防につなげられるよう、積極的な普及を図ります。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

ポイントカード有効数（累計） 425枚 413枚 430枚 

❸みんなのスクエアステップ講座 

平成28年度より男性の介護予防事業の参加のきっかけづくりとして男性限定の介護予防

事業「男性のためのスクエアステップ講座」として実施しました。その後、「みんなのスク

エアステップ講座」に名称変更し、男女問わず介護予防リーダーのスキルアップの場にも

なっています。また、各地区の自主的な居場所づくりの一環としてもスクエアステップが

取り入れられており、今後も継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

開催回数 ８回 10回 10回 

延参加者数 87人 102人 100人 
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❹地域健康づくりサポーター事業 

住民主体の居場所活動が増えてきており、居場所の運営に関わるなど役割を持つことが

生涯を通じた健康づくりや介護予防へとつながっています。令和４年度から、地域での通

いの場の運営に関わる方を「地域健康づくりサポーター」として登録する事業を開始して

います。サポーターを通じた介護予防や健康づくりに資する活動の普及、通いの場運営に

係る人材育成、運営の経済的支援を行い、住民主体の活動に取り組みやすい地域づくりの

体制を整備します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

「地域健康づくりサポーター」登録数 ― 
20自治会 

56人 
25自治会 

68人 

サポーター学習会開催回数 ― ２回 １回 

❺レクリエーション用具の貸出 

令和元年度に「お元気体操ＤＶＤ」を作成し、ＤＶＤやボッチャ、スクエアステップマッ

ト等の貸し出しを行っています。用具の貸し出しにより、住民主体の活動に取り組みやす

い環境づくりを行います。 
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基本目標３：高齢者を支える環境づくり 

１．地域で自立した生活を送るための支援 

（1）生活を支えるサービスの推進 

❶外出支援サービス事業 

一般交通機関の利用による通院が困難な寝たきりの高齢者や障がい者を、移送用車輌に

より自宅と医療機関等への送迎を行うもので、平成19年度までは社会福祉協議会に、平成

20年度からタクト介護センターへ事業委託をして実施しています。また、平成21年１月か

らは、人工透析治療者が介護保険施設等で短期入所を利用する場合も利用できるように配

慮しています。利用回数は週１回または月４回までとし、ニーズに沿ったサービス提供に

努めていきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

延利用日数 266日 265日 265日 

❷軽度生活支援事業 

一人暮らし高齢者等に、買い物、家の周りの手入れ、除排雪等の軽易な日常生活上の支

援を行うもので、平成12年度から鹿角地域シルバー人材センターと花輪ふくし会（除雪の

み）に、平成26年度から社会福祉協議会にも委託し、利用者が使いやすい体制づくりに取

り組んできました。社会福祉協議会は、令和４年度から、本事業内容も盛り込んだ新規事

業を町から委託しているため、現在は鹿角地域シルバー人材センターと花輪ふくし会の２

団体での実施となっています。一人暮らし高齢者等の生活を支援する観点から、月12時間

まで（雪おろしは月４時間）を目途に、引き続き継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用者 18人 17人 17人 

利用状況 延 329.5時間 延 339時間 延 340時間 

❸緊急通報体制等整備事業（ふれあい安心電話） 

緊急通報体制等整備事業は、社会福祉協議会に委託して、一人暮らし高齢者等の急病や

災害等の緊急時に迅速に対応できるように「ふれあい安心電話」を設置しています。今後

も、緊急時の救護等のため、各機関との連携システムを確立して、継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

年度末稼働台数 18台 15台 15台 
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❹湯楽事業（高齢者等交流拠点利用支援事業） 

高齢者等の保健福祉の向上を図ることを目的に、日常生活において支援が必要な概ね65

歳以上の高齢者等に対し、入浴や交流の機会を確保することで閉じこもり予防や安否確認、

生活相談等を通じ、自立した生活の継続を可能にするとともに、要介護状態への進行を防

止します。事業は、社会福祉協議会等へ委託し実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

年度末登録者数 28人 20人 20人 

開設日数 306日 306日 305日 

利用者数 2,310人 1,569人 1,560人 

❺一人暮らし高齢者の交流事業 

平成23年度から、一人暮らしをしている人の不安等を共有し、仲間づくりや交流を通し

て、孤独に陥らないように支援する事業を実施しています。参加者には好評であり、高齢

者の自殺予防の観点からも今後も継続して実施します。 

❻いきいき塾 

令和元年度より「お達者塾」「楽食塾」「いきいき交流事業」を整理統合し新たに「いき

いき塾」として閉じこもりがちな高齢者を対象に、虚弱を予防するため認知機能及び運動

機能の向上を目指し開催しています。週１回、生きがいづくりを進めることで要介護状態

への進行を防止します。また、定期的なアセスメント等により、総合事業や介護保険サー

ビス等の適切な利用を支援していきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

実施回数 45回 44回 44回 

延参加者数 347人 535人 500人 

❼生活管理指導員派遣事業（自立のためのヘルパー派遣） 

身体が虚弱な者及び身体上又は精神上の障がいがある方に対して、ホームヘルパーを派

遣し、日常生活の世話等のサービスを提供します。家族の身体的な負担等の軽減、在宅の

一人暮らし高齢者等の自立生活支援を図り、要介護状態への進行を防止するため、平成21

年度からは新型インフルエンザ等の緊急時にも利用できるように要件を緩和して実施して

おり、今後も継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用人数 ２名 ０名 ０名 
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❽生活管理指導短期宿泊事業（自立のためのショートステイ） 

要援護高齢者等が一時的に養護等を必要とする際、養護老人ホーム「和光園」を実施施

設として、短期宿泊することにより、生活習慣等の指導を行うとともに体調調整を図るた

めの事業であり、自立した生活の継続を可能にし、かつ要介護状態への進行を防止するた

めにも、引き続き実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

利用者 ６名 ３名 ３名 

延利用日数 226日 75日 75日 

❾高齢者等日常生活用具給付事業 

令和５年度から、高齢者や障がい者の日常生活を支援することを目的に、日常生活用具

の購入費用の一部を助成する「高齢者等日常生活用具給付事業」を開始しました。今後も

対象品目や助成条件の見直しも随時行いながら、継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

高齢者等日常生活用具
給付事業支給件数 

― ― 10件 

❿介護用品支給 

介護用品の支給は、要介護度４又は５に相当し、町民税非課税世帯に属する方の介護者

を対象に、１人年額10万円を限度として紙おむつ、尿取りパット、使い捨て手袋等の介護

用品を支給しています。今後も家族介護支援事業として継続して実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

支給者数 ７名 ８名 ９名 

 

（2）その他の福祉サービスの推進 

❶養護老人ホームへの入所措置 

環境上及び経済的な理由から、在宅において日常生活を営むことが困難な高齢者につい

て、養護老人ホームへの入所措置を行っています。町外の養護老人ホームが主に利用され

ており、入所の際は適切な対応を図るとともに、入所者の高齢化等にも配慮した対応に努

めます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

年度末利用者数 5施設 25人 5施設 27人 5施設 31人 
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❷有料老人ホーム家賃助成事業 

住宅型有料老人ホーム「なの花」の家賃負担が困難な低所得者に対し、家賃の一部を補

助することにより、経済的負担を軽減しています。今後も継続して負担軽減を図ります。 

❸多様なニーズに対応できるサービスの検討 

高齢者のみの世帯が増加しており、介護をはじめ社会的な支援が必要な高齢者が増える

ことが考えられます。介護予防の効果が表れてきている状況を踏まえつつ、除雪・移動・

買い物などの生活支援も含めて、今後も柔軟に活用できるサービスの導入について検討し

ます。 
 

（3）地域福祉・支え合い活動 

❶助け合い倶楽部 

令和４年度から、「にない手さん」や「ほほえみ事業」の見直しを行い、新たに「助け合

い倶楽部」事業として、多種多様な困りごとを住民同士の助け合いで解消する事業を社会

福祉協議会へ委託し実施しています。今後も支援者の確保に努め、見直しを図りながら継

続して事業を実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

実利用者数 - ９人 11人 

登録活動者数 - 22人 25人 

❷心配ごと相談所 

平成14年度から社会福祉協議会に委託して、心配ごと相談所を開設して実施しています。

月に１回弁護士による専門相談を実施しており、地域包括支援センター等との相談事業 

と連携して、高齢者等からの相談に対応します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

相談開設 11回 11回 11回 

相談件数 15件 15件 15件 

❸福祉機器貸出事業 

介護保険を利用して福祉用具の貸与を受けられる方以外で、福祉用具が必要な方に対し、

町社会福祉協議会が福祉機器の貸出を実施しています。マット等のクリーニング代及び運

搬料は有料ですが、貸出料は無料となっています。今後も見直しを図りながら実施します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

車いす貸出数 ６件 ６件 ６件 

ベッド貸出数 ４件 ５件 ５件 
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❹地域組織等との連携 

地域で安心して暮らし続けるためには、地域における「縁」を育む活動が重要となって

います。「公助」を補完するだけではなく、自主的な活動としての「互助」の取組が求めら

れていることから、自治会等の地域組織や民生委員・児童委員とも連携しながら、地域に

おける福祉活動の充実に向け、必要な支援をしていきます。 

❺多世代交流拠点「みんなのお家だんらん」 

平成23年に、子どもから高齢者、障がいの有無にかかわらず誰もが気軽に集える常設の

居場所として、「みんなのお家だんらん」が開設されました。「みんなのお家だんらん」で

は様々なサークル活動や事業が行われ、交流の拠点となっています。また、「だんらん応援

団」として登録されたボランティアが、職員不在時の留守番や環境整備などを行い、運営

を支えてくれています。 

今後も、常設の居場所として、また、地域福祉の拠点としての周知を行い、様々な方が

集い、ふれあいを深めることで支え合いの輪が広がるように支援していきます。 

❻あんしん除雪支援事業 

冬場の課題となる除雪について、75歳以上高齢者世帯、身体障がい者１級・２級のみ世

帯等の生活弱者世帯を対象として、間口等の除雪作業を住民相互の協力により実施した自

治会へ費用を助成する「あんしん除雪支援事業」を行っています。 

今後も自治会への実施の働きかけを行い、支援の拡大を図ります。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

あんしん除雪支援事業 
13自治会 

58世帯 
13自治会 

64世帯 
13自治会 

56世帯 
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２．高齢者の元気・やる気を伸ばす活動の推進 
 

（1）生涯学習・生きがい活動 

❶老壮大学 

高齢者人口の減少とともに、参加者が減少傾向にありますが、講座内容の魅力を高め、

意欲的に参加できる機会にしていきます。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

老壮大学 

〈全体学習会〉 

中央公民館 開催数：８回 

延参加者数：276名 

（全体学習会・移動学習会） 

中央公民館 開催数：10回 

延参加者数：335名 

（全体学習会・移動学習会） 

中央公民館 開催数：10回 

 

〈地区学習会〉 

川上公民館 開催数：１回 

参加者数：15名 

七滝公民館 開催数：０回 

（地区学習会） 

川上公民館 開催数：３回 

延参加者数：46名 

七滝公民館 開催数：４回 

延参加者数：37名 

（地区学習会） 

川上公民館 開催数：４回 

七滝公民館 開催数：４回 

❷スポーツ・レクリエーション活動 

各団体の設立当初メンバーの高齢化により、運営が危ぶまれるものも見られますが、元

気に取り組んでいる団体が多く、積極的に活動を支援します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

高齢者が多いニュース

ポーツ関係の社会体育

認定団体数 

７団体 ７団体 ７団体 

❸老人クラブ 

老人クラブは、身近な地域単位で参加できる教養活動やニュースポーツ講習会、ウォー

キング、ソフトバレーボール等のスポーツ活動、趣味の活動をはじめとする地域の活動や、

地域でのボランティア活動に多世代が参加するなど、地域の様々な活動の担い手になって

います。今後も地域で活動できるように、連携を図りながら活動を支援します。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

老人クラブ加入状況 
18クラブ 

359名 

18クラブ 

377名 

18クラブ 

367名 
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（2）社会参加の促進 

❶働く場の確保 

シルバー人材センターの登録者には草取りや除雪などの軽度生活支援事業を担っていた

だくなど、働く意欲のある高齢者の活躍の場が、支援が必要な高齢者の生活を支える形に

もなっているといえます。今後も、高齢者の意欲を発揮できる場として活動を支援します。 

❷交流機会の拡充 

少子高齢化が進むなか、高齢者が子や孫世代とともに過ごすことは高齢者だけでなく、

若い世代にも大切なことです。高齢者と若い世代が交流し、ともに活動できる場を様々な

場面で拡充できるように努めます。 

多くの高齢者が身近な場所に出かけて、仲間と会話や身体を動かすことは閉じこもり予

防になり、さらには楽しみになります。 

そのなかで、多世代交流拠点「みんなのお家だんらん」、花輪ふくし会が運営する、生き

がい就労拠点「みんなのお店わいわい」、介護予防・健康づくり拠点「みんなの活動館すきっ

ぷ」、小坂ふくし会が運営する、地域交流スペース「はいから倶楽部」では高齢者をはじめ

多世代が交流できる場として、町民の利用が可能となっています。今後もさらに利用が進

むように支援していきます。 
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３．高齢者を支える環境づくりの推進 

（1）権利擁護の推進 

❶成年後見制度利用支援事業・日常生活自立支援事業 

高齢者の人権が守られない、虐待などの問題、認知症により判断能力が低下した高齢者

の対応など、高齢者の権利擁護について認識を深めるとともに、地域で未然に権利の侵害

を予防する活動やネットワークづくりに取り組みます。そして、支援が必要な場合は地域

包括支援センターが中心となって、成年後見制度や日常生活自立支援事業の利用を支援し

ます。 

制度の周知を図るため、パンフレットを作成・配布します。 

実施状況 ： 利用実人員 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

成年後見制度 ０人 ０人 ０人 

日常生活自立支援事業 15人 13人 13人 

❷高齢者虐待防止の強化 

平成18年に「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す法律」ができ、

この法律では、高齢者虐待を、家庭の同居（配偶者、こども、親族等）などや高齢者福祉

施設などに従事している職員が、高齢者の尊厳（その人らしく生きること）を阻害する行

為として、「身体的虐待」「ネグレクト（介護・世話の放棄、放任）」「心理的虐待」「性的虐

待」「経済的虐待」の５類型を挙げています。 

こうした虐待の防止のため、介護職員や家族介護者へ虐待防止の啓発を行うとともに、

介護者を孤立させないよう、地域の見守りの啓発、地域包括支援センターが相談窓口であ

る旨の周知を行います。 

 

（2）高齢者の活動に配慮したまちの形成 

高齢者などに配慮したきめ細やかな除雪対応のため、道路除雪以外の排雪を中心とした

自治会単位での町内除雪デーを実施し、支援しています。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

町内除雪デー 17回 19回 15回 

 

（3）地域の見守り活動の推進 

❶安全対策の推進 

町内防犯灯のＬＥＤ化は現在７割程度のため、今後は球切れ等のタイミングで順次ＬＥ

Ｄ化を図ります。 

また、事故・火災については予防の啓発を強化します。 
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実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

住宅火災 ０件 １件 1件 

高齢者交通事故（人身） ０件 ０件 1件 

カーブミラー新設 ０か所 ０か所 1か所 

防犯灯新設 ３か所 ０か所 2か所 

防犯カメラ新設 ３か所 ０か所 ０か所 

❷社会福祉協議会活動の促進 

地域福祉活動の拠点である社会福祉協議会は、相談事業をはじめ、多様な活動・事業を

展開しており、今後も広く町民の理解と参加促進に取り組みます。そのためにも、福祉の

心を育て、実践するボランティアの育成が特に重要です。 

今後も、小中学生のボランティア活動をはじめ、配食サービスの調理・配達活動、住民

参加型サービス、ネットワークづくりの推進に加え、新たな生活・福祉課題に対応した事

業やサービス等を模索し、地域の支え合い活動が拡充されるよう、連携を強化します。 

 

（4）行政内部のネットワークの充実 

町の除雪を含めた広い範囲での対策のため、雪対策協議会を設立し、各課長をメンバー

として雪対策のあり方を協議し、各自治会長に集まっていただき、毎年７月頃に実施して

います。 

また、行政内の保健（険）、住宅、除雪、水道、収納、消費者相談窓口等の各担当におい

ては、高齢者と接する機会があり、日常生活に関する情報を得やすい状況にあります。こ

のようなことから、各担当との情報交換や連携、研修機会を設けることにより、行政内部

における見守りネットワークの充実を図ります。 

実施状況 

 令和３年度 令和４年度 令和５年度見込み 

小坂町雪対策協議会 １回 １回 １回 

 

（5）敬老意識の醸成 

❶敬老祝金事業 

敬老の意を表するとともに、長寿を祝福することを目的として、満77歳、満88歳、満99

歳の方に敬老祝金を贈呈しています。今後も継続して実施します。 

❷百歳長寿祝金事業 

百歳を迎える高齢者の長寿を祝い、多年にわたり社会の発展に寄与してきたことに感謝

するとともに、町民が高齢者福祉についての関心と理解を深めることを目的として、祝金

等を贈呈しています。今後も継続して実施します。 
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❸金婚式事業 

婚姻50年の金婚をお祝いし、多年にわたり社会の発展に寄与してきたことに感謝すると

ともに、町民が高齢者福祉についての関心と理解を深めることを目的として、式典を開催

しています。今後も継続して実施します。 
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基本目標４：介護保険事業の運用と 

介護サービスの推進 

１．計画期間の高齢者数・要介護認定者数等の見込み 

（1）高齢者人口の推計 

計画期間の高齢者の人口は、令和６年が2,071人、令和８年は1,989人に微減すると見込

まれます。そして、令和12年は65～74歳が700人、75歳以上の後期高齢者は1,200人を下回

ると見込まれ、令和32年は高齢者が1,117人と見込まれ、総人口に占める割合は、第９期計

画期間は65～74歳は17％を下回り、75～84歳は18％に近づき、85歳以上は12.5％前後で推

移すると見込まれます。 

高齢者人口の推計 
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（2）要支援・要介護認定者数の推計 

計画期間の要支援・要介護認定者数は、第８期計画期間に微増していましたが、令和６

～８年度の第９期計画期間においても微増し、令和12年度以降減少すると見込まれます。

令和６年度は345人、令和７年度、令和８年度はともに348人と推計され、令和22年度以降

は300人を下回って推移すると見込まれます。 

要支援・要介護認定者数の推計 

（人） 

 令和６ 
年度 

令和７ 
年度 

令和８ 
年度 

令和 12 
年度 

令和 17 
年度 

令和 22 
年度 

令和 27 
年度 

令和 32 
年度 

要支援 1 13  13  12  11  12  10  9  7  

要支援 2 12  14  13  11  10  10  8  8  

要介護 1 91  95  92 86  79  72  65  58  

要介護 2 44  41  40  44  39  36  33  29  

要介護 3 49  48  52  43  40  37  32  28  

要介護 4 89  89  90  83  81  75  65  57  

要介護 5 47  48  49  46  43  39  35  30  

合計 345 348 348 324 304 279 247 217 
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２．介護保険サービスの実績と見込み 

（1）居宅サービス／介護予防サービス 

❶訪問介護（ホームヘルプサービス） 

居宅での生活を支える中心的なサービスの一つで、利用者は増加しています。要支援の

訪問介護は総合事業に移行して実施しています。 

計画期間においては増加で推移すると見込み、56人前後のサービス量とし、圏域内の事

業者を中心にサービスが提供されると見込みます。 

また、サービスの担い手の確保を支援するための取組について検討し、サービス供給量

の安定的な確保に努めます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 34 40 35 46 36 51 

利用回数（回／月） 991  1,154 1,046  1,798  1,118  924 

給付費（千円） 35,448  38,291 37,054  58,955  39,335  67,989 

※給付実績の利用人数・回数については、令和３・４年度は介護保険事業状況報告年報を月平均に、令和５年度

は 11月サービス提供分の請求実績までを月平均に換算しており、給付費は年度分を示している。（以下同

様） 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 55 57 57 

利用回数（回／月） 2,304  2,425  2,425  

給付費（千円） 78,098  81,286  81,286  

❷訪問入浴介護／介護予防訪問入浴介護 

要介護度の高い認定者の利用が主となっており、利用者は増加しています。今後も、在

宅の重度認定者の利用動向等を把握していきます。 

圏域内の事業者を中心に、供給量を確保できると考えられます。サービスの質の向上が

図られるよう、支援に努めます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 2 2  2 3 2 6 

利用回数（回／月） 5  10  5  19  5  39  

給付費（千円） 755  1,355 755  2,700  755  5,409 
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 0 

利用回数（回／月） 0 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 
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第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 5 5 5 

利用回数（回／月） 45  45  45  

給付費（千円） 6,377  6,386 6,386 
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 0 0 0 

利用回数（回／月） 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 

❸訪問看護／介護予防訪問看護 

主に、町外の事業所で提供されている訪問看護が利用されています。 

居宅サービス利用者の要介護度の重度化の進行を踏まえ、医療ニーズが高まることが想

定されます。また、終末期を自宅で迎えたいとの要望もあることから、一層医療との連携

が重要となり、訪問看護の必要性は今後も見込まれます。 

このような動向を踏まえて、計画期間のサービス量を概ね横ばいと見込みます。町外の

事業者を中心に人的確保が図られ、供給体制は確保できるものと考えられます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 7 6 7 7 7 9 

利用回数（回／月） 45 46  45 56  45 46  

給付費（千円） 3,748 3,284  3,750 4,335  3,750 3,635  
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0  0 1 0 1 

利用回数（回／月） 0 0  0 5  0 5 

給付費（千円） 0 18  0 324  0 392 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 8 8 8 

利用回数（回／月） 49  49  49  

給付費（千円） 3,601  3,605  3,605  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 2 2 2 

利用回数（回／月） 8  8  8  

給付費（千円） 392  393  393  
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❹訪問リハビリテーション／介護予防訪問リハビリテーション 

「大湯リハビリ温泉病院」等の訪問リハビリテーションの利用については、平成30年度

以降利用がみられないため、計画期間の利用は見込みません。 

❺居宅療養管理指導／介護予防居宅療養管理指導 

医師や薬剤師が利用者の自宅に訪問するサービスです。計画期間は５人程度の利用を見

込みます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 4  4 4 4 4 5 

給付費（千円） 577 648 577 665 577 360 
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 5  5  5  

給付費（千円） 577  558  558  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 0  0  0  

給付費（千円） 0  0  0  

❻通所介護（デイサービス） 

主要なサービスの一つとして多く利用されており、「ほっとりあ」「あかしあの郷」が平

成28年度に地域密着型に移行して以降、町内の「ゆーとりあ」のデイサービスセンターが

主に利用されています。要支援の通所介護は総合事業に移行して実施しています。 

事業者と連携・調整を図りながらサービスの質を確保するとともに、特に十和田湖地区

の方々のサービス提供体制に万全を期していきます。サービス量については、町内１か所

の事業者を中心に確保できるものと見込みます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 37 53 39 51 39 48 

利用回数（回／月） 384  475  403  423  403  425  

給付費（千円） 39,584 45,620  41,801 41,032  41,801 42,285 
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第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 54 55 55 

利用回数（回／月） 445  454  454  

給付費（千円） 43,591  44,382  44,382  

❼通所リハビリテーション／介護予防通所リハビリテーション 

通所介護に比べ利用は少ないものの、「大湯リハビリ温泉病院」などでの通所リハビリ

テーションの利用がみられます。計画期間中は概ね横ばいで推移するものと見込みます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 9 9 9 7  10 6 

利用回数（回／月） 52  48  52  32  60 31  

給付費（千円） 4,901  4,517  4,965  3,110 5,831  2,897  
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 0 

利用回数（回／月） 0 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 6  6 6 

利用回数（回／月） 33  33  33  

給付費（千円） 2,997  3,001  3,001  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 0 0 0 

利用回数（回／月） 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 

❽短期入所生活介護／介護予防短期入所生活介護（ショートステイ） 

町内の「あかしあの郷」や「サンホーム大石平」などで実施されているショートステイ

は、主要な居宅サービスの一つとして利用されており、施設入所待機の状況等にも配慮す

る必要があります。 

町内２か所の事業者のうち「サンホーム大石平」は職員体制の不足により令和５年から

休止し、緊急時の受け入れのみとなっています。町内外の事業者を中心に計画期間も安定

的な供給ができると考えますが、「サンホーム大石平」の早期の再開を目指すとともに、今

後も緊急時などの利用しやすさの向上が図られるように、情報提供等に努めます。 
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第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 37  35 38  36 38  31 

利用回数（日／月） 416  413  429  421  430  372  

給付費（千円） 39,228  40,015  40,985  41,271  41,293  37,986 
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 1 

利用回数（日／月） 0 0  0 2  0 2  

給付費（千円） 0 18  0 183  0 219  

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 30 33 33 

利用日数（日／月） 376  411  411  

給付費（千円） 39,347  42,976  42,976  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 2 2 2 

利用日数（日／月） 4  4  4  

給付費（千円） 285  285  285  

❾短期入所療養介護／介護予防短期入所療養介護 

計画期間は、毎月２人程度の利用を見込んでいます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 1 1 1 1  1 2  

利用回数（日／月） 6 10  6 7  6 13  

給付費（千円） 862 1,218  863 884  863 1,687  
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 0 

利用回数（日／月） 0 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 
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第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 2  2  2  

利用日数（日／月） 16  16  16  

給付費（千円） 1,698  1,700  1,700  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 0 0 0 

利用日数（日／月） 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 

❿福祉用具貸与／介護予防福祉用具貸与（レンタル） 

計画期間は要介護の利用を微増と見込み、在宅生活での介護予防の視点及び介護の軽減

化を図るため、適切な用具の利用がされるように働きかけます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 65 64 65 67 65 72 

給付費（千円） 9,884 10,340  9,992 10,460  9,951 10,288  
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 11 10 11 15 11 17 

給付費（千円） 600 521  600 862  612 1,025  

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 74  75  75  

給付費（千円） 10,788  10,878  10,878  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 17  17  17  

給付費（千円） 1,104  1,104  1,104  
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⓫特定福祉用具購入費／特定介護予防福祉用具購入費 

計画期間は要支援・要介護で概ね横ばいの利用を見込み、今後も在宅生活での介護予防

の視点及び介護の軽減化を図るため適切な用具が利用されるように働きかけます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 1 2 1 1 1 2 

給付費（千円） 258  468  258  219  258  566  
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 113  0 135  0 150 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 1  1  1  

給付費（千円） 383  383  383  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 1  1  1  

給付費（千円） 200  200  200  

⓬住宅改修費／介護予防住宅改修費 

在宅生活における負担軽減のため、計画期間は概ね横ばいのサービス量を見込んでいま

す。今後も適切な利用を促進します。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 1 1 1 1 1 1  

給付費（千円） 1,363 1,314 1,363 834 1,363 567  
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 210 0 149 0 301 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 1  1  1  

給付費（千円） 936  936  936  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 1  1  1  

給付費（千円） 430  430  430  
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⓭特定施設入居者生活介護／介護予防特定施設入居者生活介護 

ケアハウス等の特定施設は、高齢者の多様な住まいの一つに位置づけられています。計

画期間は概ね横ばいで推移するものと見込みます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 15 13 15 13 15 14 

給付費（千円） 35,917 32,148 35,937 30,652 35,937 34,020 
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 1 0  1 0  1 0  

給付費（千円） 788 0  788 0  788 0  

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 15  15  15  

給付費（千円） 36,241  36,542  36,542  

 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 0  0  0  

給付費（千円） 0  0  0  

⓮居宅介護支援／介護予防支援（ケアプラン） 

要介護認定者が微増し、ケアプラン利用者も微増しており、安定した給付状況となって

います。計画期間は微増で推移するものと見込んでいます。 

ケアプランの作成は、要支援者は地域包括支援センターが、要介護者は町内の居宅介護

支援事業所２か所を中心に行われています。今後は、ケアマネジメントの重要性を踏まえ、

また特に要支援者には介護予防の視点でサービスが提供されるように、継続して地域包括

支援センターが行っていきます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 120 137 121 142 121 152 

給付費（千円） 20,179  22,760 20,344  23,949 20,306  24,420 
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 13 12 13 18 13 18 

給付費（千円） 687 677 687 964 687 993 
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第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 153  155  155  

給付費（千円） 25,386  25,727  25,911  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 20  20  20  

給付費（千円） 1,092  1,094  1,094  
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（2）地域密着型サービス 

地域密着型サービスは、要介護（要支援）者が住み慣れた地域で継続して生活を営むこ

とができるように支えるため、身近な地域でサービスを提供するもので、９種類のサービ

スが位置づけられています。 

❶定期巡回・随時対応型訪問介護看護 

重度の要介護認定者の在宅生活を支えるため、日中・夜間を通じて、訪問介護と訪問看

護が密接に連携しながら、短時間の定期巡回型訪問と随時の対応を行うサービスとして平

成24年度に創設されました。 

第９期計画期間にサービス量は見込みませんが、介護医療との連携と在宅生活を続けら

れる環境づくりを進めるなかで、在宅の重度認定者の状況及び利用意向と提供体制の把握・

検討を行っていきます。 

❷夜間対応型訪問介護 

夜間対応型訪問介護は平成18年４月の介護保険制度の改正により創設され、訪問介護員

（ホームヘルパー）等が夜間に自宅に来てくれるサービスとなっています。 

第９期計画期間にサービス量は見込みませんが、介護医療との連携と在宅生活を続けら

れる環境づくりを進めるなかで、在宅の重度認定者の状況及び利用意向と提供体制の把握・

検討を行っていきます。 

❸認知症対応型通所介護／介護予防認知症対応型通所介護 

町内の「心春」などで実施されている認知症対応型通所介護は、認知症のある高齢者を

対象としたデイサービスで、認知症高齢者対策の中でも重要性が増しています。平成18年

度から地域密着型サービスとなりました。利用はやや減少傾向にありますが、今後も認知

症高齢者対策の一つとしてサービスが提供されるものと見込みます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 18  20 18  19 18  16 

利用回数（回／月） 210  196  210  200  210  146  

給付費（千円） 28,663  25,386  28,678  25,122  28,678  17,885  
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 2  0 1  0 1  

利用回数（回／月） 0 7  0 5  0 4  

給付費（千円） 0 761  0 498  0 420  
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第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 14  14  14  

利用回数（回／月） 150 150  150  

給付費（千円） 19,134  19,158  19,158  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 1  1  1  

利用回数（回／月） 4  4  4  

給付費（千円） 446  447  447  

❹小規模多機能型居宅介護／介護予防小規模多機能型居宅介護 

小規模多機能型居宅介護は、「通い」を基本に、生活上不安のある場合などには「宿泊」

もでき、さらには容態や希望によって「訪問」も受けられる機能を持つサービスです。 

将来的な介護人材の不足が予想されているなかで、今後のサービス需要に対応するため、

第10期計画期間内でのサービス提供の開始を見据えて、調査・検討を進めます。 

❺認知症対応型共同生活介護／介護予防認知症対応型共同生活介護 

居住系のサービスとして、町内１か所のグループホーム（ぐるーぷほーむ「こさか」）を

中心に、安定的に利用されています。 

計画期間中は概ね横ばいのサービス量を見込みます。グループホームの設備面や利用者

の処遇が向上するように、事業者の運営推進協議会に積極的に参加し、連携に努めます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 6 6 6 6 6 6 

給付費（千円） 19,005  18,995 19,016  19,622 19,016  18,989 
 

予防給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 0 0 0 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 0 0 0 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 7  7  7  

給付費（千円） 20,283 20,308  20,308  
 

予防給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 0 0 0 

給付費（千円） 0 0 0 
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❻地域密着型特定施設入居者生活介護 

地域密着型特定施設での入浴・排せつ・食事の介護など、日常生活上の世話や機能訓練

を受けるサービスです。地域密着型特定施設であることから、そのケアハウス・有料老人

ホームなどの施設は、特に介護専用型特定施設で入居定員が29人以下の施設となります。 

町では高齢者世帯が増加しており、要介護度が軽度でも自宅で生活することが難しい方

も増加してくると考えられていたことから、多様な住まいの一つとして、平成23年度に地

域密着型特定施設「ケアハウスわかば」１か所を確保しています。平成24年４月からは、

鹿角市にある住宅型有料老人ホーム「北の郷」も対象となりました。計画期間中も利用は

横ばいで推移すると見込み、多様な住まいの一つとして利用が進むように配慮します。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 30 30 30 27 30 27 

給付費（千円） 69,141 68,996 69,180 63,680 69,180 65,236 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 27  28  28  

給付費（千円） 66,855  68,977  68,977  

❼地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 

定員が29人以下の特別養護老人ホームに入所している要介護者について、その施設が提

供する食事、入浴、排せつ等の日常生活上の介助、機能訓練、健康管理及び療養上の介助

を行うサービスです。 

町では、今後も新たな参入の予定がないことから、本計画期間のサービス量は見込みま

せん。 

❽看護小規模多機能型居宅介護 

医療ニーズを踏まえた対応を目指し、小規模多機能型居宅介護と訪問看護など複数の居

宅サービスや地域密着型サービスを組み合わせて提供するサービスです。本計画期間につ

いてサービス量は見込みませんが、在宅の要介護認定者の状況及び利用意向と提供体制の

把握・検討を行います。 

❾地域密着型通所介護 

「ほっとりあ」「あかしあの郷」が、小規模な通所介護事業所として平成28年度から地域

密着型サービスに移行しましたが、「ほっとりあ」は令和２年７月からの休止を経て、令和

５年度末で廃止となったため、現在町内１か所となっています。 

計画期間中は概ね横ばいで推移するものと見込みます。 
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第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 26 28 26 27 27 34 

利用回数（回／月） 162  222 162  202 172  267 

給付費（千円） 14,746 20,724 14,754 18,817 15,824 24,982 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 36  36  36  

利用回数（回／月） 266  266  266  

給付費（千円） 25,721 25,754  25,754  
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（3）施設サービス 

❶介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム） 

町内の「サンホーム大石平」、「あかしあの郷」、圏域内の「鹿角微笑苑」をはじめとする

介護老人福祉施設の利用者では、要介護３以上の利用者が全体の90％近くを占めており、

利用者の要介護度の重度化が進んでいることもうかがえます。利用者の処遇向上などサー

ビスの質の向上と重度者の利用促進について、事業者との連絡・調整に努めます。 

「サンホーム大石平」については、小坂ふくし会の運営する「あかしあの郷」や「わか

ば」を含め、法人全体として効率的なサービス提供を図ることや将来的な町民の施設利用

者の減少を見据え、規模を縮小したうえで、町中心部への移転を計画しています。 

移転整備へ向け、第９期中に検討を行います。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 90 87 90 83 90 81 

給付費（千円） 282,964 273,602 283,687 261,644 283,959 255,905 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 83  83  83  

給付費（千円） 261,308 261,585 261,585 

❷介護老人保健施設 

圏域内の「いこいの里」などの介護老人保健施設の利用者では、介護老人福祉施設より

入所者の要介護度はやや低くなっています。 

利用者の処遇向上などサービスの質の向上と重度者の利用促進について、事業者との連

絡・調整に努めます。 

第８期計画・実績 

介護給付 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 11 10 11 11 11 12 

給付費（千円） 38,446 36,340 38,468 40,919 38,468 42,476 

第９期計画の見込み 

介護給付 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 12  12  12  

給付費（千円） 46,087  46,145 46,145 
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❸介護医療院（介護療養型医療施設） 

「大湯リハビリ温泉病院」、「鹿角中央病院」等の介護医療院の利用者は、要介護５が多

くを占めており、利用者は増加しています。圏域内の施設において介護医療院への転換が

進んだことから、介護療養型医療施設の利用者は令和４年度以降みられません。計画期間

は、圏域内の１施設において、医療保険療養病床の一部を介護医療院に転換予定であるこ

とから、利用者数の増加を見込みます。 

第８期計画・実績 

介護医療院 
令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 1 4 1 8 6 11 

給付費（千円） 4,483 13,978 4,485 31,137 25,237 41,458 

 

介護療養型医療 
施設 

令和３年度 令和４年度 令和５年度 

計画 実績 計画 実績 計画 実績見込み 

利用人数（人／月） 5 3 5 0 0 0 

給付費（千円） 20,245 13,652 20,256 0 0 0 

第９期計画の見込み 

介護医療院 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

利用人数（人／月） 13  14  14  

給付費（千円） 49,816 53,768  53,768  
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（4）介護保険給付費見込額総括表 

計画期間の介護保険サービス給付費見込額（まとめ） 

（千円） 

介護 
第９期 第 14期 

令和 22年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（１） 居宅サービス  

 

① 訪問介護 78,098  81,286  81,286  61,373 

② 訪問入浴介護 6,377  6,386  6,386  5,051 

③ 訪問看護 3,601  3,605  3,605  3,095 

④ 訪問リハビリテーション 0  0  0  0 

⑤ 居宅療養管理指導 557  558 558  104 

⑥ 通所介護 43,591 44,382  44,382  35,509 

⑦ 通所リハビリテーション 2,997  3,001  3,001  2,391 

⑧ 短期入所生活介護 39,347  42,976  42,976  28,486 

⑨ 短期入所療養介護 1,698  1,700  1,700  0 

⑩ 福祉用具貸与 10,788  10,878  10,878  7,986 

⑪ 特定福祉用具購入費 383  383  383  383 

⑫ 住宅改修費 936  936  936  936 

⑬ 特定施設入居者生活介護 36,241 36,542  36,542  30,363 

⑭ 居宅介護支援 25,386  25,727 25,911  17,383 

（２）地域密着型サービス  

 

① 定期巡回・随時対応型訪問介護

看護 
0  0  0  0 

② 夜間対応型訪問介護 0  0  0  0 

③ 認知症対応型通所介護 19,134  19,158  19,158  12,937 

④ 小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0 

⑤ 認知症対応型共同生活介護 20,283  20,308  20,308  15,524 

⑥ 地域密着型特定施設入居者生活

介護 
66,855  68,977  68,977  58,460 

⑦ 地域密着型介護老人福祉施設入

所者生活介護 
0  0  0  0 

⑧ 看護小規模多機能型居宅介護 0  0  0  0 

⑨ 地域密着型通所介護 25,721  25,754  25,754  17,648 

（２） 施設サービス  

 
① 介護老人福祉施設 261,380  261,585  261,585  205,763 

② 介護老人保健施設 46,087  46,145  46,145  35,492 

③ 介護医療院 49,816 53,768  53,768  47,789 

介護給付費計（Ⅰ） 739,276 754,055 754,239  586,673 
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（千円） 

介護予防 
第９期 第 14期 

令和 22年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

（１）介護予防サービス  

 

① 介護予防訪問入浴介護 0  0  0  0 

② 介護予防訪問看護 392  393  393  147 

③ 介護予防訪問リハビリテーション 0  0  0  0 

④ 介護予防居宅療養管理指導 0  0  0  0 

⑤ 介護予防通所リハビリテーション 0  0  0  0 

⑥ 介護予防短期入所生活介護 285  285  285  143 

⑦ 介護予防短期入所療養介護 0  0  0  0 

⑧ 介護予防福祉用具貸与 1,104  1,104  1,104  973 

⑨ 特定介護予防福祉用具購入費 200  200  200  200 

⑩ 介護予防住宅改修費 430  430  430  430 

⑪ 介護予防特定施設入居者生活介

護 
0  0  0  0 

⑫ 介護予防支援 1,092  1,094  1,094  820 

（２）地域密着型介護予防サービス  

 

① 介護予防認知症対応型通所介護 446  447  447  426 

② 介護予防小規模多機能型居宅介

護 
0  0  0  0 

③ 介護予防認知症対応型共同生活

介護 
0  0  0  0 

予防給付費計（Ⅱ） 3,949  3,953  3,953  3,139 

総給付費の推計 

（千円） 

 
第９期 令和 22年度 

（第 14期） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

総給付費（Ⅰ）＋（Ⅱ） 743,225 758,008  758,192  589,812 
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介護保険給付費の推計 

（千円） 

 
第９期 令和 22年度 

（第 14期） 令和６年度 令和７年度 令和８年度 合計 

総給付費〔A〕 743,225 758,008  758,192  2,259,425 589,812 

 
介護予防給付費 3,949  3,953  3,953  11,855 3,139 

介護給付費 739,276 754,055 754,239  2,247,570 586,673 

 

特定入所者介護 

サービス等給付費 
23,768  24,005  24,005  71,779 18,954 

高額介護サービス費等

給付額 
15,707 15,867 15,867 47,442 12,499 

高額医療合算 

介護サービス費 
2,300 2,400 2,400 7,100 2,130 

審査支払手数料 673 683 683 2,038 655 

小 計〔B〕 42,448 42,955 42,955 128,359 34,238 

 

標準給付費見込額 

〔C＝A＋B〕 
785,673 800,963 801,147 2,387,784 624,050 

 

地域支援事業費〔D〕 31,071 31,191 31,261 93,523 22,385 

 

総給付費等 

〔E＝C＋D〕 
816,744 832,154 832,408 2,481,307 646,435 

※千円未満を四捨五入しており、合計が合わない箇所がある。 
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３．介護保険給付費見込みと介護保険料の設定 
３年間の介護保険給付費を見込み、第１号被保険者の負担割合、推計される第１号被保

険者数、収納率等を加味して、令和６年度から８年度の３年間に、第１号被保険者が負担

する介護保険料を設定します。第１号被保険者の負担割合が23％、第２号被保険者が27％

となっています。第８期までの所得段階は９段階を基準とされており、本町においては９

段階を設定してきましたが、第９期からは13段階が基準となり、本町においても13段階を

設定します。 

介護保険料の算定方法 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

令和６～８年度における高齢者人口の推移を予測 

令和６～８年度における要支援・要介護度別認定者数を推計 

居宅サービス利用者数の推計 施設サービス利用者数の推計 

令和３・４年度、令和５年度見込みの月平均給付実績の分析等に基
づき、３年間の居宅・施設・地域密着型のサービス利用者数、サー
ビス量及び給付費を推計 

 給付見込額から３年間の第１号被保険者保険料の収納必要額（65歳以上負

担額）を予測＝第１号負担分（費用見込額×28％（23％＋５％）－調整交
付金見込額） 

 保険料収納必要額÷予定保険料収納率÷３年間における所得段階別加入割

合補正後第１号被保険者数＝保険料の基準額（年間） 

保険料の年間基準額÷12 か月＝保険料基準月額（第５段階） 

高額介護サービス費、特定入所者介護サービス等のその他サービス
費、審査支払手数料と地域支援事業費を推計 
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第９期計画期間の負担割合 

 

 

 

 

 

 

介護保険料の算定 

（円）   

 第９期 第 14期 令和 22年度 

標準給付費見込額 2,387,784,309 624,049,944 

地域支援事業費 93,523,000  22,384,575 

合 計 2,481,307,309 646,434,519 

第 1号被保険者負担分相当額（23％） 570,700,681 168,072,975 

調整交付金相当額 121,257,725 31,567,457 

調整交付金見込交付割合 3年平均 10.50％ 10.37％ 

後期高齢者加入割合補正係数 3年平均  0.8194 0.8543  

所得段階別加入割合補正係数 3年平均  0.9286 0.9288  

調整交付金見込額 254,536,000 65,471,000 

財政安定化基金拠出金見込額（0％） 0 0 

財政安定化基金償還金 0 0 

保険者機能強化推進交付金等の交付見込額 6,000,000 0 

準備基金の残高 30,000,000 0 

準備基金取崩額 15,000,000 0 

保険料収納必要額 416,422,407 134,169,432 

予定保険料収納率 99.30％ 99.30％ 

３年間の段階別第１号被保険者数合計 

 

6,088人 

第１段階 936人  229人  

第２段階 891人 218人 

第３段階 622人 152人 

第４段階 550人 135人 

第５段階 1,121人 275人 

第６段階 1,050人 257人 

第７段階 619人 152人 

第８段階 172人 42人 

第９段階 64人 16人 

第 10段階 21人 5人 

第 11段階 12人 3人 

第 12段階 3人 1人 

第 13段階 27人 6人 

所得段階別加入割合補正後被保険者数 

（弾力化後） 
5,650人 1,384人 

保険料基準月額（第５段階） 6,100 8,100 

保険料基準年額（第５段階） 73,200 97,200 

介護保険給付（施設等給付費を除く） 介護保険給付（施設等給付費）

町
12.5％

県
12.5％

国※
25％

第２号被保険者
27％

第１号被保険者
23％

町
12.5％

県
17.5％

国
20％

第２号被保険者
27％

第１号被保険者
23％

※国の負担分（25％）のうち5％は調整交付金として調整される。

地域支援事業（介護予防事業） 地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）
保険料

町
12.5％

県
12.5％

国
25％

第２号被保険者
27％

第１号被保険者
23％

町
19.25％

県
19.25％

第１号被保険者
23％

公費

国
38.5％

公費 保険料 公費 保険料

公費 保険料
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第９期計画期間の所得段階別介護保険料 

区 分 

段 階 
基準額に 

対する割合 

保険料（円） 
町民税 

所 得 世
帯 

本
人 

年 額 月 額 

－ － 生活保護 

第１段階 
×0.455 

（×0.285） 

33,300 

（20,860） 

2,776 

（1,739） 

非

課

税 非

課

税 

老齢福祉年金受給者 

合
計
所
得
金
額 

＋ 

課
税
年
金
収
入
額 

80万円以下 

80万円～120万円以下 第２段階 
×0.685 

（×0.485） 

50,140 

（35,500） 

4,179 

（2,959） 

120万円超 第３段階 
×0.69 

（×0.685） 

50,500 

（50,140） 

4,209 

（4,179） 

課

税 

80万円以下 第４段階 ×0.90 65,880 5,490 

80万円超 第５段階 ×1.00 73,200 6,100 

－ 
課

税 

合
計
所
得
金
額 

120万円未満 第６段階 ×1.20 87,840 7,320 

120万円～210万円未満 第７段階 ×1.30 95,160 7,930 

210万円～320万円未満 第８段階 ×1.50 109,800 9,150 

320万円～420万円未満 第９段階 ×1.70 124,440 10,370 

420万円～520万円未満 第 10段階 ×1.90 139,080 11,590 

520万円～620万円未満 第 11段階 ×2.10 153,720 12,810 

620万円～720万円未満 第 12段階 ×2.30 168,360 14,030 

720万円以上 第 13段階 ×2.40 175,680 14,640 

※第１段階～第３段階の（ ）内は、公費軽減（第１段階 0.17、第２段階 0.2、第３段階 0.005）実施後の

乗率 

※年額は 10円未満切り捨て、月額は小数点以下切り上げ 
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４．介護保険事業の適正・円滑な運用 

（1）介護給付費適正化事業 

「介護給付の適正化」とは、介護給付を必要とする受給者を適切に認定した上で、受給

者が真に必要とするサービスを、事業者がルールに従って適正に提供するよう促すことで

す。 

介護給付の適正化を図ることは、不適切な給付を削減する一方で、利用者に対する適切

な介護サービスを確保することにより、介護保険の信頼性を高めるとともに、介護給付費

や介護保険料の増大を抑制することを通じて、持続可能な介護保険制度の構築に資するも

のです。そのために、認定調査状況チェック、ケアプランの点検、介護支援専門員が作成

した居宅介護サービス計画、介護予防サービス計画の記載内容の点検、住宅改修などの点

検、医療情報との突合・縦覧点検を行います。 

 

（2）保険者機能の充実・強化 

介護保険事業の適正かつ円滑な運営のため、適切な要介護認定を行うとともに、事業者

に対する適切な指導・監督を行い、介護給付の適正化に向けた取組を進めます。 

❶要介護認定における体制の充実 

介護保険制度における要支援・要介護認定の調査は、原則、新規・区分変更申請は、対

象者の状態・状況把握のため町直轄で、更新申請は町内の居宅介護支援事業所への委託に

より実施しています。ただし、委託分も含めた全調査票の内容を町が確認しており、今後

も適正かつ公平・公正な認定審査に資するよう努めます。 

今後も、引き続き適正な認定調査の実施に努めます。 

❷介護サービス事業者・居宅介護支援事業者に対する指導・監督等 

介護サービス事業者が介護保険法及び関係法令を遵守し、利用者の意思を尊重しながら

適切なサービスが提供されるよう指導していきます。 

指定基準の重大な違反や人権侵害、不正請求等が疑われるなど悪質な事業者については、

監査を実施します。実施により指定基準違反が認められた時は、権限を適正に行使します。 

また、平成30年４月より、居宅介護支援事業者の指定権限が市町村に移譲されたことか

ら、町がケアマネジメントの質の向上を支援する立場であることを踏まえた体制づくりを

進めていきます。 

❸介護給付適正化に向けた取組 

介護保険制度の信頼性と制度の持続性を確保するため不適切な給付を削減する一方で、

利用者に対する適切なサービスを確保して介護給付の適正化を推進します。 
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（3）サービスの質の向上を図るための取組の推進 

❶ケアマネジメントの質の向上に向けた体制づくり 

高齢者が住み慣れた地域で自立した日常生活を営めるようにするため、地域包括ケアシ

ステムとの構築とともに、高齢者の自立支援に資するケアマネジメントが必要となってく

ることから、地域でケアマネジメントの役割を担っている介護支援専門員の育成や支援な

どに市町村が積極的に関わっていくことが求められています。 

町がケアマネジメントの質の向上を支援する立場となることを踏まえた体制づくりを進

めていきます。 

また、地域ケア会議を活用するなど、介護支援専門員が必要な支援を受けられるような

機会づくりに努めていきます。 

❷介護現場の生産性向上に向けた取り組み 

今後、介護サービスの需要が更に高まっていく一方で、生産年齢人口は急速に減少し、

既に介護人材の不足が指摘されています。こうした中で、今後さらに介護ロボットやＩＣ

Ｔ等のテクノロジーの導入によりサービスの質を確保しつつ、効率的なサービス提供を行

うとともに、業務改善や事務作業等の負担軽減等を推進することによって、介護職員の働

く環境改善につなげていくことで、介護の質を確保し、向上させていくことが必要であり、

急増・多様化する介護ニーズに的確に対応するため、介護現場の生産性向上に向けた取り

組みが必要です。 

町においては、令和６年度中には、介護サービス事業所の指定申請等について、対面を

伴わない申請書類提出を可能とする「電子申請・届出システム」の運用を開始し、また、

申請・届出の際には、国の定める標準様式のみとし、法令に提出が義務付けられていない

権利関係の確認書類等の提出を不要とすることで、事務負担の軽減を図ります。 

 

❸介護に携わる人材の確保 

「社会福祉事業に従事する者の確保を図るための措置に関する基本的な指針」（平成19

年厚生労働省告示第289号）に基づき、潜在的有資格者等の掘り起こし等を通じて、介護福

祉士や社会福祉士、ホームヘルパー等の活用を促進していくほか、外国人材の活用へ向け

た検討、介護人材を養成する学校への、町内事業所への就職へ向けた積極的な働きかけを

行います。また、ＩⅭＴ等を活用することによる介護現場の負担軽減等を推進することで、

介護職員の働く環境改善につなげ、離職防止・職場定着を図ります。 

また、多様な人材を確保する観点から、福祉・介護サービス以外の他の分野に従事する

者や高齢者等の参入・参画の促進を図る従事者に対する研修の実施や相談体制の整備、事

業者や関係団体等のネットワーク構築など、生活支援体制整備事業の取組や、秋田県の実

施する介護人材確保対策事業との連携を図りながら、地域の特色を踏まえたきめ細かな人

材確保対策に取り組みます。 

必要なサービス提供体制を確保するため、福祉・介護サービスの意義や重要性について

啓発に努めていきます。 
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基本目標の成果指標 

基本目標１ 自立支援・重度化防止を目指した介護予防の重点的な推進 

施
策
の
柱 

主な事業 

活動成果 

目指す姿 評価指標 
現状 目標 

R５年度 R８年度 

 １． 

介 

護 

予 

防 

・ 

日 

常 

生 

活 

支 

援 

総 

合 

事 

業 

の 

推 

進 

介護予防ケアマネジメント 重度化防止が図ら

れ、軽度の支援状

態の維持、改善また

は緩やかな状態変

化がみられる 

【ＡＤⅡ（対象者一覧

（有資格者））】 

総合事業・要支援認

定者の１年後の重

度化率 

※母数から死亡者除く 

34.8％ 

※R4.12.12と

R5.12.12を比較 

率の減少 

訪問型サービス 

通所型サービス 

通所型サービスＡ 

短期集中型サービス 

移動支援 

食の自立支援事業 

介護予防手帳の発行 

町民自らが介護予

防に関心を持ち、介

護予防に取り組んで

いる 

【介護保険総合デー

タベース資料<3-3>】 

認定者数に占める

新規要支援・要介護

認定者数の割合 

※２号被保険者除く 

25.2％ 

※12/5時点 
率の減少 

口腔ケアの普及啓発 

活動 

町民自らが口腔ケ

アに関心を持ち、口

腔ケアに取り組んで

いる 

65歳到達時の無料
歯科健診受診率（母
数：受診兼配布対象者） 

4.3％ 

※12月末時点 
率の増加 

後期高齢者医療に
おける無料歯科健
診対象者の受診率 

8.6％ 

※11月末時点 
率の増加 

 

 ２． 

包 

括 

的 

支 

援 

事 

業 

地域包括支援センター 
運営  

包括的・継続的ケア

マネジメントが実施

されている 
－ － － 

地域ケア会議 

在宅医療・介護連携推進 

医療職と介護職との

連携が円滑に行わ

れ、在宅生活が継

続できる 

【見える化システム】 

「入院時情報連携加

算」算定回数〔人口

10万対〕 

234.6回 

※Ｒ４実績 
回数の増加 

【見える化システム】 

「退院・退所加算」取

得率〔人口 10万対〕 

618.6回 

※Ｒ４実績 
回数の増加 

認知症対策推進事業 

認知症当事者やそ

の家族が孤立せ

ず、在宅での生活が

継続できる 

【認知度・寝たきり度

自立度一覧（町独自

調査）】 

認知症高齢者（要介

護認定を受けた第１

号被保険者のうち、

日常生活自立度Ⅱa

以上）の在宅率 

※全体から施設サービ

ス利用者を除く 

71.7％ 

※Ｒ４実績 
率の増加 

【ニーズ調査】 

認知症相談窓口の

認知度 

39.0％ 割合の増加 
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施
策
の
柱 

主な事業 

活動成果 

目指す姿 評価指標 
現状 目標 

R５年度 R８年度 

 ２． 

包 

括 

的 

支 

援 

事 

業 

家族介護者教室 

家族介護者が孤立

することなく、無理な

く介護に取り組むこ

とができる  

【在宅介護実態調査】 

「介護者の就労継続
の可否」で「続けて
いくのは、やや難し
い・かなり難しい」の
合計の回答割合 

20.4％ 割合の減少 

生活支援体制整備事業 

関係者間で課題が

共有され、課題解決

が図られている 

生活支援コーディ
ネーターによる自治
会訪問（情報交換
会）の実施回数 

14回 20回 

介護給付費適正化事業 

ケアマネジメントが

適切に行われて 

いる 

－ － － 

認知症対応型共同生活介護

事業所の家賃等助成事業 

低所得の入居希望者

が経済的な大きな不

安なく入居できる 

－ － － 

基本目標２ 健康づくり・介護予防の支援と推進 

施
策
の
柱 

主な事業 

活動成果 

目指す姿 評価指標 
現状 目標 

R５年度 R８年度 

 １．

健

康

づ 

く 

り 

・ 

介

護

予

防

の

支

援 

健康教育  町民が自らの健康に

関心を持って健康づ

くり活動を行い、主観

的健康観が高い 

【ニーズ調査】 

「現在のあなたの健

康状態はいかがで

すか」の「とてもよ

い・まあよい」の合

計の回答割合 
73.1％ 割合の増加 

健康相談 

訪問指導 

各種予防接種の啓発 

感染症対策 

特定健診・特定保健指導 

その他検診 

「小坂町健康増進計画」の 
推進 

こころの健康づくり、自殺 
予防対策の推進 

短期集中お元気パワーアッ

プ事業 

運動機能が大きく 

低下することなく、 

重度化防止が図ら

れている 

【ニーズ調査】 
「転倒に対する不安は

大きいですか」の「とて

も不安・やや不安」の

合計の回答割合 

58.5％ 割合の減少 

リハビリテーション提供体制

の構築 

【介護保険総合デー
タベース資料<3-3>】 
認定者数に占める新規

要介護認定者数の割合

※２号被保険者除く 

22.1％ 

※12/5時点 
割合の減少 

高齢者の保健事業と介護 

予防の一体的実施 

専門職のアウトリー

チによる個別支援

が行われ、健康寿

命が延伸できる  

高齢者に対する個別

支援（ハイリスクアプ

ローチ）実施人数 
52人 

件数の増加 
通いの場等への積極的

な関与（ポピュレーショ

ンアプローチ）個所数 

７か所 
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施
策
の
柱 

主な事業 

活動成果 

目指す姿 評価指標 
現状 目標 

R５年度 R８年度 

 ２． 
健 
康 
維 
持 
・ 
介 
護 
予 
防 
の 
た 
め 
の 
地 
域 
で 
の 
活 
動 
の 
推 
進 

地域見守り活動事業 住民同士の見守り・

支え合いにより、地

域で安心して生活で

きる 

－ － － 
高齢者地域支え合い支援 

事業 

緊急時見守り支援事業 
（命のバトン配置） 

ふれあいの居場所・通いの
場づくり 

介護予防のための

通いの場へ主体的

に参加し、活動して

いる 

【ニーズ調査】 

介護予防のための

通いの場へ「月１回」

以上参加している人

の割合 
17.0％ 割合の増加 

お元気くらぶ 

はっぴいポイント事業 

みんなのスクエアステップ

講座 

地域健康づくりサポーター

事業 

レクリエーション用具の貸出 

基本目標３ 高齢者を支える環境づくり 

施
策
の
柱 

主な事業 

活動成果 

目指す姿 評価指標 
現状 目標 

R５年度 R８年度 

 １．
地 
域 
で 
自
立 
し 
た 
生
活 
を 
送 
る 
た 
め 
の 
支 
援 

外出支援サービス事業 在宅での生活を支

えるサービスを利用

し、住み慣れた地域

で安心・安全な生活

を送ることができる 

【ケア会議資料】 

１号被保険者に占め

る在宅の割合 

※介護保険施設・高齢

者向け施設入所者を除

いた人数の割合 

90.0％ 

※R5.12.20現在 
割合の増加 

軽度生活支援事業 

緊急通報体制等整備事業

（ふれあい安心電話） 

湯楽事業（高齢者等交流 

拠点利用支援事業） 

一人暮らし高齢者の交流 

事業 

いきいき塾 

生活管理指導員派遣事業

（自立のためのヘルパー派遣） 

生活管理指導短期宿泊事業

（自立のためのショートステイ） 

高齢者等日常生活用具給付

事業 

介護用品支給 

助け合い倶楽部 

福祉機器貸出事業 

多様なニーズに対応できる

サービスの検討 

養護老人ホームへの入所 

措置 

町が入所措置が必

要と判断した人が適

切に入所できる 

－ － － 
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施
策
の
柱 

主な事業 

活動成果 

目指す姿 評価指標 
現状 目標 

R５年度 R８年度 

 １．
地 
域 
で 
自
立 
し 
た 
生
活 
を 
送 
る 
た 
め 
の 
支 
援 

有料老人ホーム家賃助成 

事業 

低所得の入居希望

者が経済的に大き

な不安なく入居 

できる 

－ － － 

心配ごと相談所  気軽に相談したり 

支え合える環境が

ある 

－ － － 

多世代交流拠点「みんなの

お家だんらん」 

地域組織等との連携 

あんしん除雪支援事業 

 ２．
高
齢
者
の
元
気 
・ 
や 
る 
気 
を 
伸
ば
す
活
動
の
推
進 

老壮大学 高齢者が自らの選

択に基づき、社会活

動を行っている 

【ニーズ調査】 

「参加している健康

づくり活動や趣味等

のグループ活動」各

グループ項目の「参

加していない」の回

答割合 

①ボランティ
ア 34.7％ 
②スポーツ

31.9％ 
③趣味 31.9％ 
④学習・教養

37.5％ 
⑤通いの場

49.8％ 
⑥老人クラブ

31.9％ 
⑦町内会・自
治会 29.4％ 
⑧収入のある
仕事 33.7％ 

割合の減少 

スポーツ・レクリエーション

活動 

老人クラブ 

働く場の確保 

交流機会の拡充 【ニーズ調査】 

「生きがいがある

か」で「あり」の回答

割合 

50.50％ 割合の増加 

 ３．
高
齢
者 
を 
支 
え 
る 
環
境
づ 
く 
り 
の
推
進 

成年後見制度利用支援事

業・日常生活自立支援事業  

制度の理解が広が

り、必要な人がス

ムーズに利用できる 

制度の認知度 【高齢者調査

（町独自）】

31.3％ 

割合の増加 

高齢者虐待防止の強化 介護者への虐待防

止の啓発が行わ

れ、高齢者虐待がな

くなる 

相談窓口の認知度 

－ 
※新規調査の

ため未設定 

高齢者の活動に配慮したま

ちの形成 

町内の安全対策が

図られ、安心して生

活できる 
－ － － 

安全対策の推進 

社会福祉協議会活動の 

促進 

関係者との情報共
有、連携が円滑に
行われ、福祉課題
へ適切に対応でき

ている 

－ － － 行政内部のネットワークの

充実 

敬老祝金事業 町民の高齢者福祉

についての関心と理

解が深まる 
－ 

－ － 

百歳長寿祝金事業 

金婚式事業 
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施
策
の
柱 

主な事業 

活動成果 

目指す姿 評価指標 
現状 目標 

R５年度 R８年度 
 

【基本目標４】介護保険事業の運
用と介護サービスの推進 

持続可能な介護保
険事業が適切に運
用され、サービスを
必要とする方に必
要なサービスが 
提供されている 

－ － － 

介護現場における
生産性向上が図ら
れ、より質の高い 
ケアが提供されて

いる 

－ － － 

 
【基本理念】 

高齢者も元気に暮らせる こさか 

町の介護保険・福
祉施策の充実によ
り、町民の主観的
幸福度が高い 

【ニーズ調査】 

「あなたは現在どの
程度幸せか」で「８
点以上」の回答 

割合 

39.30％ 割合の増加 
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資  料 

１．策定体制 

（1）小坂町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定委員会設置要綱 

 

（設 置） 

第１条 小坂町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画を策定するにあたり、介護保険及 

び高齢者保健福祉のあり方、施策の内容について広く提言を求めるため、小坂町高齢者 

保健福祉計画・介護保険事業計画策定委員会（以下「委員会」という。）を設置する。 

（組 織） 

第２条 委員会の委員は、小坂町地域包括支援センター運営協議会委員が兼ねることとす 

る。 

（任 期） 

第３条 委員の任期は、小坂町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画が完成する 

までの間とする。 

（委員長及び副委員長） 

第４条 委員会に委員長及び副委員長を置き、それぞれ小坂町地域包括支援センター運営

協議会会長及び副会長をもってあてる。 

２ 委員長は、会務を総理し、委員会を代表する。 

３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。 

（会 議） 

第５条 委員会は、委員長が招集し、委員長が議長となる。 

（庶 務） 

第６条 委員会の庶務は、福祉課において処理する。 

（補 則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、委員会の運営に関し必要な事項は別に定める。 

   附 則 

 小坂町介護保険事業計画策定委員会設置要綱は、廃止する。 

   附 則 

 この要綱は、平成１７年８月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２０年９月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、平成２３年１１月１１日から施行する。 

   附 則 

  この要綱は、平成２６年４月１日から施行する。 

    附 則 

 この要綱は、平成２９年１０月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和２年６月１日から施行する。 

   附 則 

 この要綱は、令和５年４月１日から施行する。 
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（2）小坂町高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画策定委員会委員名簿 

  

順不同、敬称略 

No 選出区分 所属・職名 氏    名 備 考 

１ 

医療関係者 

医療法人明生会 小坂町診療所 荒 川   明  

２ 小坂町立歯科診療所 上 村 信 博  

３ すみれ調剤薬局小坂店 管理薬剤師 勝 海   賢  

４ 
保健福祉 

関係者 
秋田県北秋田地域振興局大館福祉環境部 次長 船 山 晴 美  

５ 
サービス 

事業者 

社会福祉法人小坂町社会福祉協議会 事務局長 對 馬 ひろみ  

６ 社会福祉法人小坂ふくし会 事務局長 杉 沢   悟 委員長 

７ 
第１号 

被保険者 

小坂町老人クラブ連合会 会長 熊 谷 一 男  

８ 小坂町民生児童委員協議会 副会長 小 林 愛 子  

９ 
第２号 

被保険者 
第２号被保険者 齊 藤 孝 志  

10 

学識経験者 

 渡 部   誠  

11 小坂町自治会総連絡協議会 事務局長 浅 利 和 彦 副委員長 

事務局 

小坂町福祉課        課長 

〃  町民福祉班   課長補佐（兼）班長 

   〃    〃     主任 

〃    〃     主任 

〃  まるごと支援班 課長補佐（兼）班長 

   〃    〃     主任 

   〃    〃     主任 

西 谷 浩 一 

小 舘 俊 之 

児 玉 奈 緒 

高 尾 菜保子

秋 本 有 子 

木 村 麻 衣 

田 村 壮 弘 
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２．策定経過 

年 月 日 内 容 

令和５年１月６日

～20日 

健康と地域福祉に関するアンケート調査 

令和５年５月 24日 第１回策定委員会 

（１）小坂町の介護保険・高齢者の状況について 

（２）小坂町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画の策定

の方向性及びスケジュールについて 

令和５年 11月１日 第２回策定委員会 

（１）在宅介護実態調査・地域ケア会議委員（介護・福祉事業関係）

へのアンケートについて（報告） 

（２）小坂町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画 

骨子案について 

（３）給付費の見込みと保険料について 

令和５年12月27日 第３回策定委員会 

（１）小坂町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画 

素案について 

令和６年１月 12日 小坂町介護保険料改定（諮問） 

令和６年１月 17日 第４回策定委員会 

（１）小坂町高齢者保健福祉計画・第９期介護保険事業計画 

計画案について 

（２）第９期小坂町介護保険料について（協議・審議） 

令和６年１月 22日 小坂町介護保険料改定（答申） 
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